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要旨 

 

 地域の課題には、行政区域を超えて対応することにより解決できるものがある。草津市

が位置する湖南地域においても同様である。本稿では、「広域行政」における草津市の今

後の方向性について検討した。 

 広域行政とは、事務の共同処理を行う「広域連携」、「合併」および「道州制」も含め

たものとしている。 

 地方自治法に基づく制度の主なものには、「機能的な協力」を行うものとして、①協議

会、②機関等の共同設置、③事務の委託がある。また、「組織的な協力」を行うものとし

て、①一部事務組合と②広域連合がある。さらに、法に規定のない手法として、「定住自

立圏」や地方公共団体間での民事上の委託契約および各種の連絡協議会などがある。これ

らの課題として、「迅速な意思決定が困難である」や「構成団体の意見が反映されにく

い」ことが指摘されている。 

 草津市が構成団体である一部事務組合には、「湖南広域行政組合」、「滋賀県市町村交

通災害共済組合」と「滋賀県市町村職員研修センター」があり、広域連合には「滋賀県後

期高齢者医療広域連合」がある。また、2013年度に草津市が関係する初めての法に基づ

く協議会として、「琵琶湖流域下水道協議会」が新たに設置された。 

 道州制構想には、自由民主党と公明党が、「道州制推進基本法案(骨子案)」を国会(第

186 回国会(常会))へ提出するため、地方 6 団体(全国知事会、全国都道府県議会議長会、

全国市長会、全国市議会議長会、全国町村会、全国町村議会議長会)からヒヤリングを行

うなどの調整が行われている。 

 このような状況の中で、草津市の広域行政についての基本的な考え方として、施策の目

的を達成するために有効であり、効率性や経済性よりも住民の福祉の向上につながること

を重視し、以下の3点に留意して取り組む必要がある。 

① 広域連携については、できるものから取り組み、実績を積み重ねる。 

② 道州制が導入された場合には、合併を検討しなければならない状況になる可能

性がある。いつでも対応できるよう備えておく。 

③ 現在提案されている道州制の区割り案では、滋賀県は道州の周辺に位置してい

る。これは滋賀県内の自治体にとっては不利な条件である。この条件を克服できる

よう道州制政府の仕組みを分権型にしなければならない。 
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はじめに 

 

 1993 年、衆参両院の「地方分権の推進に関する決議」から始まった地方分権改革は、

2013 年で 20 年が経過した。その間、各自治体においてさまざまな取り組みがなされてき

た。また、1999 年の篠山市の誕生から始まった平成の大合併は、「市町村合併特例新

法」が期限切れとなる 2010 年 3 月末で一段落した。この合併により、1999 年 3 月末には

3,232あった市町村は、2010年 3月末には1,727まで減少した。この合併により誕生した

自治体は、新たな自治の単位にあった行政運営を進めると同時に、住民自治の充実に努め

ている最中である。このような状況の中で、近年「道州制」や「大都市制度」についての

議論が盛んになり、全国の自治体は将来に向けた取り組みについて、新たな課題を突きつ

けられている。 

 一方で、自治体の各現場では、行政区域を超えて取り組まなければならない課題や高度

な専門知識が必要となる課題が多くなり、自治体間の多様な連携が求められている。この

調査研究は、このような時期であることを念頭に、草津市の今後の「広域行政」をどのよ

うに進めていくべきか検討した。 

 具体的には、「広域行政に関する研究会」を設置し、広域連携について制度の整理を行

い、全国と草津市の現状と課題を明らかにしたうえで、今後広域連携が考えられる事務に

ついて検討した。また、近年多くの政党や団体から多くの提案がなされている「道州制」

の内容を調べ、将来の環境変化に備え、草津市があらかじめ考えておかなければならない

ことについて提言した。 

 なお、この調査研究は、草津市が今年度から取り組んでいる「第2次草津市行政システ

ム改革推進計画」において、「道州制や大都市制度を含めた広域連携についての調査研

究」を行うことが位置づけられていることから、今後、広域連携での取り組みを検討すべ

き事務について具体的に検討した。 
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第１章 広域行政の制度 

 

１ 広域行政とは 

 広域行政を「既存の行政区域をこえた事務処理が必要なため複数の行政単位をもって対

処する行政」であるとすると、この「術語はかなり特殊日本的なもの」であり、「優れて

戦後的な術語」であるという(佐藤 2006: 1)。つまり、広域行政は、日本独特のものであ

り歴史の浅い用語である。 

 そして、佐藤(2006)は、広域行政についての議論は、「区域と機能の再調整」をどうす

るのかという政策論として、「まさに事務(再)処理の方式やそれを具体化する手法・手段

のありようが中心的な課題」となるとし、連携・協力や合併などの手法・手段を含め広域

行政を以下のように定義している。 

 

 (一)1 つの自治体だけでは行政目的の合理的な達成が不可能な特定事務、(二)ある

いは複数の自治体でもって対処した方が行政目的を合理的に達成しやすい共通事務

を、(三)企画レベルであれ実施レベルであれ処理するにあたり、(四)自治体間ある

いは国(中央政府)との関係で(区域)の再調整(再編成を含む)が伴う行政運用(組織・

機構の再編成を含む)であるとし、ここで合理的とは、機能的な総合性･統一性や能

率性・経済性などを意味する。(佐藤2006: 9) 

 

 この定義に従うと、広域行政は、一部事務組合や広域連合などの広域的な連携や合併、

さらに、道州制も含む概念である。秋田(1990)も「ところで、広域行政に関する制度とし

ては、合併のほかは、自治法等において各種の共同処理方式や地方行政連絡会議等の諸制

度が設けられているが」と合併を含めている(秋田 1990: 16)。したがって、この報告書

も市町村合併は広域行政の中の一つの手段として扱う1。 

 ところで、広域行政と同時に、「広域連携」という用語が使用されている。この報告書

では、広域行政についての概念は上記の定義に従うこととし、広域連携は合併や道州制を

含まないものとして使用する。 

 

                                                
1 村上(2002)は、合併を「広義の広域行政」、自治体相互間の連携や協力を「狭義の広域行政」としている

(村上2002: 206-207)。 
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２ 広域連携の制度2 

 現行制度における広域行政の手法を整理すると、地方自治法(以下「法」という。)に位

置づけられた制度とそれ以外の制度に分けられる。法に基づく制度の主なものには、機能

的な協力を行うものとして、①協議会(法第 252 条の 2～第 252 条の 6)、②機関等の共同

設置(法第 252 条の 7～第 252 条の 13)、および③事務の委託(法第 252 条の 14～第 252 条

の 16)がある3。また、組織的な協力を行うものとして、地方公共団体の組合(法では「特

別地方公共団体」に位置づけられる。)で法人格を持つ、①一部事務組合(法第 284 条～

291条、第292条～第293条の2)と②広域連合(法第284条、第285条の 2、第291条の2

～第293条の2)がある(参考資料2・3参照)。 

 法に規定のない手法には、従来の広域市町村圏に代わる「定住自立圏構想」や、地方公

共団体間での民事上の委託契約および各種の連絡協議会などがある(図 1-1参照)。 

 

 

図1-1 広域連携の類型 

 

 自治体の広域連携には上記のように法律の規定の有無による分類の他に、「隣接する自

治体間の連携」と「地理的に離れた自治体との広域連携」の2つに分類する考え方もある

（牛山2014: 24）。 

                                                
2 この項は、横道(2010)、磯崎(2010)、松本(2011)を参考にした。 
3 これらの他に、法に規定されているものとして、職員の派遣(第 252条の 17)、公の施設の区域外設置およ

び共同利用(第244条の 3)、相互救済事業経営の委託(第 263条の 2)、長および議長の全国的連合組織(第

263条の 3)がある。また、他の法律に規定されているものとして、消防の相互応援協定(消防組織法第39

条)、地方行政連絡会議(地方行政連絡会議法)などがある。 
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(1) 法に基づく協議会 

 「法に基づく協議会」は、1952 年の法改正により設けられたものであり、地方公共団

体の区域を超えて適切に施策を遂行しようとする制度である。 

 この協議会は、地方公共団体の協議により定められる規約に基づき設置される共同の

執務組織であり、法人格や固有の財産、職員を持たないものである。この協議会には以

下の3種類あり、複数の性格を併せ持つ協議会もある。 

 

① 管理執行協議会 

 地方公共団体の事務の一部を共同して管理し、執行するための協議会である。 

 この協議会が関係地方公共団体の長その他の執行機関の名において実施した事務の

管理執行は、関係地方公共団体の長その他の執行機関が実施したものとしての効力を

有する。つまり、関係地方公共団体の共通の執行機関たる性格を有し、協議会と地方

公共団体との間には代理に準ずる効果が認められる。 

 

② 連絡調整協議会 

 事務の管理および執行について連絡調整を諮るための協議会である。 

 この協議会の行う連絡調整は、事務の総合的、統一的な処理を行うために、相互に

情報や意見の交換を行い、共同の方針を定めるものである。この方針自体は何らの法

的効果を生ぜず、協議会の行った連絡調整の結果に基づいて、関係地方公共団体の長

その他の執行機関が、事務の管理および執行をして初めて外部的効果を生ずる。 

 

③ 計画作成(策定)協議会 

 広域にわたる総合的な計画を共同して作成(策定)するための協議会である。 

 この協議会が広域にわたる総合的な計画を作成(策定)したときは、関係地方公共団

体またはその長その他の執行機関は、当該計画に基づいてその事務を処理し、または

その権限に属する事務を管理および執行する。 

 

 この法に基づく協議会は、法人格がなく仕組みが簡単である。一方で、行為の結果は

構成団体の連帯責任となり、責任の所在が不明確になりがちであることや、事務局を担

当する団体に大きな負担がかかる可能性がある。 
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(2) 機関等の共同設置 

 「機関等の共同設置」は、前記の法に基づく協議会の制度や後に述べる事務の委託の

制度とともに、1952 年の法改正により設けられた。また、2011 年の法改正により、機

関等の共同設置の対象が「内部組織」、「行政機関」、「事務局」に拡大された4。 

 この制度は、地方公共団体が協議により規約を定め、共同して、①議会事務局もしく

はその内部組織、②執行機関としての委員会もしくは委員、③執行機関の付属機関、④

行政機関、⑤委員会もしくは委員の事務局もしくはその内部組織、⑥議会、長、委員会

もしくは委員の事務を補助する職員、⑦専門委員を置くものであり、地方公共団体の機

関等を簡素化し、経費節減を図りつつ合理的な行政を維持しようとするものである。 

 共同設置する機関等が管理および執行したことの効果は、関係地方公共団体の機関等

がしたことと同様に、それぞれの地方公共団体に帰属する。このように共同設置をする

機関等は、共同設置をした各地方公共団体の共通の機関等としての性格を有する。 

 共同設置された機関等には法人格がなく、仕組みが簡単である。 

 

(3) 事務の委託 

 「事務の委託の制度」は、前記の協議会および機関等の共同設置とともに 1952 年の

地方自治法の改正により設けられた制度であり、機関等の共同設置と同様に、地方公共

団体の組織機構を簡素化し、経費節減を図りつつ合理的な行政運営を行おうとするもの

である。 

 この制度は、協議により規約を定め、地方公共団体の事務の一部を他の地方公共団体

に委ねる制度であり、受託した地方公共団体またはその機関が自己固有の事務と同様に

管理および執行することになる。委託した地方公共団体にとっては自ら当該事務を管理

および執行したのと同様の効果を生ずる。 

 事務の委託により、当該事務についての法令上の責任は、受託した地方公共団体また

はその機関に帰属することになり、委託をした地方公共団体は、委託の範囲内において、

当該事務を執行および管理する権限を失う。 

 この制度は、責任の所在が明確であるが、受託した団体の負担が大きくなる。 

                                                
4 このときの地方自治法の改正に先立ち、総務省に「地方公共団体における事務の共同処理の改革に関する研

究会」が設置され、総務省(2009)がまとめられている。 
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(4) 一部事務組合5 

 「一部事務組合」は、複数の地方公共団体がその事務の一部を共同して処理するため

に設けられるものである。また、広域連合とともに、特別地方公共団体で法人格を有す

る。この制度は、これを組織しようとする地方公共団体が、その議会の議決を経た協議

により規約を定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、その他のものにあっ

ては都道府県知事の許可を得て設立することができる。 

 関係地方公共団体が一部事務組合を設けて処理しようとする事務は、組合設立前にお

いて、当該地方公共団体の事務でなければならない。また、一部事務組合が成立すると、

それによって共同処理するものとされた事務は、関係地方公共団体の権能から除外され、

一部事務組合に引き継がれる。 

 一部事務組合は原則として地方公共団体に関する規定が準用されることから、その事

務にかかる条例、規則等は当該一部事務組合が制定する。 

 この制度の特徴として、法人格を有するため、①財産の保有や職員の採用が可能であ

る、②責任の所在が明確である、③複数の事務を共同処理することが可能であるなどが

あげられる。一方、議会や監査委員が必置であるため仕組みが複雑である。 

 

(5) 広域連合 

 「広域連合」は、第 23 次地方制度調査会の答申(1993 年)を受けて、1994 年の法改正

により設けられた制度6で、地方公共団体の組合の一類型として位置づけられている。地

方公共団体が、広域にわたり処理することが適当であると認めるものに関し、広域にわ

たる総合的な計画(「広域計画」)を作成し、その事務の管理および執行について広域計

画の実施のために必要な連絡調整を図り、その事務の一部を広域にわたり、総合的かつ

計画的に処理するために設けるものである。 

 広域連合は、広域計画を通じて新しい時代に適合した広域行政の推進を図り、併せて

時代の流れである地方分権の推進に資するシステムとして制度化された。 

 この制度には、以下のような特徴がある。 

 

                                                
5 一部事務組合については、秋田(1990)に詳しく説明されている。 
6 第23次地方制度調査会の答申から法改正に至る経緯については、仲川(1996)、松本(2008)、成田(2013)に

詳しい。 
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① 広域連合を組織する地方公共団体は、都道府県と市町村または特別区の多様な

組み合わせが可能であり、処理する事務も広域にわたり処理することが適当であ

ると認められるものであれば、構成団体間ですべて同一のものでなくても構わな

い。 

② その区域を明確にし、役務の提供を受け、負担を分担する義務を負う「住民」

の存在を前提とした制度で、運営を住民の民主的な統制の下に置く。 

③ 組織する地方公共団体から独立的に一定の機能を発揮しうる制度である。 

④ 国や都道府県から事務の配分を直接受けることができる。 

 

 広域連合は、一部事務組合と同様に法人格を有するため、財産の保有や職員の採用が

可能であり、責任の所在が明確である。一方で、議会、監査委員、選挙管理委員会が必

置であるため仕組みが複雑である7。 

 

(6) 定住自立圏 

 「定住自立圏」は、一部事務組合や広域連合とは違い、法律に基づく制度ではない。

一定の要件を満たす「中心市」8が、議会の議決を経て、周辺の市町村との間で1対 1の

「定住自立圏形成協定」を締結し、「圏域共生ビジョン懇談会」での検討を経て、「定

住自立圏共生ビジョン」(おおむね 5 年を想定)を策定し、このビジョンに基づき、中心

市および周辺市町村が役割分担した上で、具体的な取り組みを展開するものである。 

 この定住自立圏は、2008 年 1 月から総務省の「定住自立圏構想研究会」が検討を開始

し、同年 5 月 15 日に「定住自立圏構想研究会報告書～住みたいまちで暮らせる日本を

～」を取りまとめた。この内容が、「経済財政改革の基本方針 2008」(2008 年 6 月 27

日閣議決定)に取り込まれ、政府をあげて推進していく方針が示された。同年 10 月には

同省に「定住自立圏構想の推進に関する懇談会」が設置され、その後この構想の根拠と

なる「定住自立圏構想推進要綱」(総行応第39号 2008年 12月 26日)がまとめられた。 

 

                                                
7 一部事務組合と広域連合の違いの詳細については、(参考資料4)を参照のこと。 
8 中心市の要件は、① 人口が５万人程度以上であること（少なくとも４万人を超えていること。）、②昼間

人口を夜間人口で除して得た数値が１以上であること、③三大都市圏の区域外に所在すること等である。

(定住自立圏構想推進要綱((総行応第39号 2008年 12月 26日) 
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 定住自立圏を形成する具体的な手順は、以下のとおりである9。 

 

① 一定の要件を満たす「中心市」が、「中心市宣言」により圏域における定住自

立圏形成に向けた中心的な役割を担う意思を表明する。 

② 中心市宣言を行った市が、住民生活等において密接な関係を有する周辺の市町

村との間で、議会の議決を経た上で、1 対 1 で「定住自立圏形成協定」を締結し、

人口定住のために必要な生活機能を確保するための相互の役割分担を決める。 

③ 中心市が、生活機能確保の役割を担う地域の関係者で構成する「圏域共生ビジ

ョン懇談会」での検討を経て、協定締結した他の市町村との協議の上、「定住自

立圏共生ビジョン」(おおむね5年を想定)を策定し、圏域の将来像や、具体的な

取組内容及びその成果を決める。 

④ 「定住自立圏共生ビジョン」に基づき、中心市及び周辺市町村が役割分担した

上で、具体的な取組を展開する。 

⑤ 「定住自立圏共生ビジョン」は、取組の成果を勘案しながら毎年度見直す。 

 

 2014 年 1月 31日現在、中心市宣言を行った市は91市、定住自立圏形成協定の締結又

は定住自立圏形成方針の策定により形成された定住自立圏の数は 78 圏域、定住自立圏

共生ビジョンを策定した宣言中心市は 78 市である。滋賀県においては、彦根市、長浜

市、草津市、栗東市、東近江市の 5 市が中心市の要件を満たしているが、中心市宣言を

行っているのは、彦根市と長浜市の2市だけである(総務省2014b)。 

 なお、「広域行政圏計画策定要綱」(2000年3月31日自治振第53号)および「ふるさと

市町村圏推進要綱」(1999年4月21日自治振第51号)は、2009年3月31日に廃止されている。 

 

３ 市町村合併10 

 市町村合併は、明治に町村制、市制が施行されて以来、大規模なものとしては3回に

渡り繰り返されてきた(参考資料2参照)。 

 「明治の大合併(1888-1889)」は、近代的な地方自治行政を実現するための基盤を整

                                                
9 総務省ホームページ「定住自立圏形成の具体的な手順」

<http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/teizyu/>(2014.02.05閲覧) 
10 この項は、総務省(2010)を参考に記述した。 
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備することを目的として、小学校や戸籍の事務を処理するため、戸数300～500戸を標

準として進められた。その結果、1888年に71,314あった市町村が、1889年には15,859

になり、大きく減少した。 

 「昭和の大合併(1953-1961)」は、戦後の地方自治、特に市町村の役割を強化し、中

学校を効率的に設置管理していくため、人口規模8,000人を標準として進められた。そ

の結果、1953年に 9,868あった市町村が、1961年には3,472と約3分の1になった。 

 その後日本は、高度経済成長を経て国民生活も大きく変容したが、約40年近く市町

村の数はあまり変化がなかった11。 

 しかし、バブル経済が崩壊し、20世紀末になると、地方分権の推進、少子高齢化の進

展、厳しい財政状況、日常生活圏の拡大等を背景に、市町村の行財政基盤の強化やより

効果的・効率的な行政運営を実現するため「平成の大合併」が推進された。具体的には、

「市町村の合併の特例に関する法律」12に基づき、1999年から2005年まで、合併特例債

や合併算定替の大幅な延長といった手厚い財政支援措置により合併が推進された。 

 また、同時期に、地方分権の観点から、国庫補助負担金改革、税源移譲および地方交

付税改革をその内容とする「三位一体改革」が進められ、地方交付税は2004年から

2006年の3年間で約5兆円程度抑制された。これが巨額の債務や社会福祉経費の増大な

どと相俟って、地方財政を大幅に悪化させる結果となった。加えて、合併特例債などの

手厚い財政措置の期限が2005年度までの合併となっていたため、財政的な理由で合併

を選択する市町村が多かった。 

 2005年以降は、時限立法である「市町村の合併の特例等に関する法律」13に基づき、

国・都道府県の積極的な関与により、2010年 3月 31日をもって期限切れとなるまで平

成の大合併は推進された。 

 

４ 道州制 

(1) これまでの政府の検討経緯14 

                                                
11 この間の変化については、総務省のホームページ「市町村数の変遷と明治・昭和の大合併の特徴 」 

  <http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html>(2014.02.19閲覧)を参照のこと。 
12 この通称「合併特例法」は、1965年から施行されており、1995年 4月 1に改正（10年間の延長等）され、

さらに、2000年 4月 1日の地方分権一括法施行時にも改正されている。 
13 2010年 4月 1日に新・合併特例法の改正法(「市町村の合併の特例に関する法律」)が施行されている。 
14 以下の記述は、原田(2012)、松本(2006)、横道(2008)を参考にした。道州制構想の類型については、(参考

資料5)を参照のこと。 
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① 戦前 

 道州制についての議論は戦前からあり、代表的なものには、1927年に田中義一内閣

の「行政制度審議会」がまとめた「州庁設置案」がある。この案は、①数府県を包含

する行政区割として州を設ける、②各府県の区域(北海道は別)全部を6州とし、各州

に州庁を設け州長官を置く、③府県を純粋の地方自治体とし、完全なる自治を認め、

長は公選とする、④府県またはその長に国の行政事務を広く委任する、⑤府県または

その長に委任することができない国の地方行政事務は州長官が管掌する、⑥州長官は

勅任官とする、というものであった15。つまり、当時府県は地方自治体と国の地方行政

機関の2重の性格を持ち、知事は内務省から派遣されていたが、府県を市町村と同じ

ように地方自治体としての性格だけを持つものにし、府県の上に国の地方行政機関と

しての道州を設けようとするものであった。 

 この他に、府県を廃止して国の地方行政機関である道州と市町村の二層性とすべき

案などがあった。「いずれにしても、戦前の道州制論は、その多くが国の地方行政機

関としての道州を置くという中央集権的な道州制論であった」(横道2008: 2)。 

 

② 戦後 

 戦後、1950年代に再び道州制の議論が活発になった。その背景としては、①府県の

区域が狭小すぎること(特に、国土開発・総合開発の観点から)、②行政能率の向上が

求められていたこと、③市町村合併(昭和の大合併)が進展していたこと、④府県財政

が窮乏していたことの4点がある(横道2008: 2-3)。 

 1957年、第4次地方制度調査会は、異例の多数決で「地方制度改革に関する答申」

(1957 年 10 月 18 日)を採択し、「地方」(仮称)を設置する案を提案したが、答申には、

少数意見の「府県統合案」もあわせて添付された。答申が示した「地方」の概要は、 

 

(a) 現行都道府県は廃止する。 

(b) 国と市町村の間に地方自治体としての性格と国家的性格とを併せ持つ「地

方」をおく。 

(c) 「地方」に議決機関として議会を置く。 

                                                
15 詳細は、松本(2006: 110-111)を参照のこと。 
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(d) 「地方」に執行機関として「地方長」(仮称)を置く。 

(e) 「地方」の区域を管轄区域とする国の総合出先機関として「地方府」(仮称)

を置く。 

(f) 「地方府」の首長は、「地方」の執行機関たる「地方長」をもってあてる。 

 

というものであった。 

 これに対して、少数意見は、3ないし4の府県を統合した地方公共団体としての

「県」(仮称)を設置するというものであった。この時期の案は、国の行政機関として

道州を設置するという考え方に基づいていた。 

 

③ 高度成長期以降 

 その後の高度成長期には、国レベルでの道州制の議論は下火になり、1990年代に入

ると、中央集権の弊害が指摘され地方分権への関心が高まる中、道州制についても国、

経済界、各地方公共団体、有識者などからさまざまな提言がなされた。その後、2001

年の「地方分権推進委員会最終報告」(2001年 6月 20日)において、残された課題と

して市町村合併の帰趨を慎重に見極めながら、道州制論、連邦制論や廃県置藩論など

のさまざまな提言の当否について、改めて検討を深めるべきであるとの指摘がなされ

た。 

 2001年 11月に発足した、第27次地方制度調査会は、2003年に「今後の地方自治制

度のあり方に関する答申」(2003年 11月 13日)をまとめ、現行の都道府県に代わる広

域自治体として道州制の導入を検討する必要があるとした。 

 

④ 第 28次地方制度調査会の答申 

 第 27次地方制度調査会の答申を受けて、2004年 3月に発足した、第28次地方制度

調査会は2006年に「道州制のあり方に関する答申」(2006年 2月 28日)をまとめ、道

州制を導入する場合の具体的な制度設計案を示した。この答申は、道州制の導入につ

いて、以下の3つの方向性に沿って行われるべきであるとしている。 

 

(a) 地方分権を推進し、地方自治を充実強化する。 

(b) 自立的で活力ある圏域の実現を目指す。 
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(c) 国と地方を通じた効率的な行政システムを構築する。 

 さらに、上記の3つの方向性を踏まえたうえで、基本的な制度について、以下のよ

うに示している。 

 

(a) 道州の位置づけ 

・広域自治体として都道府県に代えて道州を置く。道州及び市町村の二層制。 

(b) 道州の区域(参考資料6参照) 

(c) 道州への移行方法 

・原則として全国同時に移行。ただし、関係都道府県と国の協議により先行し

て移行できる。 

(d) 道州の事務 

・都道府県が実施している事務は大幅に市町村に移譲し、道州は広域事務を担

う役割に軸足を移す。 

・現在国（特に地方支分部局）が実施している事務は、できる限り道州に移譲。 

(e) 議会・執行機関 

・議決機関として議会を置く。議員は道州の住民が直接選挙。 

・道州の執行機関として長を置く。長は道州の住民が直接選挙。 

・長の多選は禁止。 

(f) 道州制の下における税財政制度 

・国からの事務移譲に伴う適切な税源移譲を実施。 

・偏在度の低い税目を中心とした地方税の充実などを図り、分権型社会に対応

し得る地方税体系を実現。 

・税源と財政需要に応じた適切な財政調整制度を検討。 

 

 この答申は、地方分権の推進と国家機能の強化に重点が置かれたものになっており、

具体的な導入時期については示しておらず、国民的な議論を踏まえて行われるべきで

あるとしている16。 

                                                
16 なお、西尾(2006: 71-72)によると、この答申は、「『次のテーマはこれだ。これこそがやるべきことだ』

と深く確信して出したわけではありません。むしろ与党から、内閣から、そして内閣総理大臣から『それを

調査審議せよ』と調査会に命じられてしまいましたので、それにお答えした」、「受身で作った答申であ

る」とのことである。しかし、内容は「『もし道州制を政治家が本気になっておやりになるつもりならば、



 

13 

 

⑤ 道州制ビジョン懇談会中間報告 

 国は、2007年に道州制担当大臣の下に、私的諮問機関として「道州制ビジョン懇談

会」17を設置し、同懇談会は、2008年に中間報告をまとめた。 

 この中間報告は、「道州制は、日本を活性化させる極めて有効な手段であり、その

実現に向けて国民全体に働きかけて、邁進すべきものである」、そして、「中央政府

の権限を国でなければできない機能に限定し、日本の各地域が、地域の生活や振興に

関しては独自の決定をなしうる権限を行使できる『主権』をもつ統治体制、すなわち

『地域主権型道州制』を打ち立てることにほかならない」としている。この地域主権

型道州制国家への転換は、「画一的規格大量生産から知価社会、グローバル化という

時代の転換に対応する歴史的必然である」と道州制の必要性を述べ、道州制の制度設

計の考え方等を提示している。 

 

(2) 経済団体の取り組み 

 経済団体からの提言も数多く示されているが、特に、日本経済団体連合会(日経連)か

らは、2007年 3月に「道州制の導入に向けた第1次提言」、2008年 11月に「2次提

言」が示された。この提言は、「道州制の導入は、国と地方の役割や統治のあり方など、

行政のあらゆる面を見直す『究極の構造改革』である」とし、道州制の導入を通じて、

「分権型国家の構築」、「広域経済圏の形成」を提案している。また、「道州制の導入

に伴い、これまで官が担ってきた公の領域において民が活動できる範囲を拡げ、小さな

政府、民主導の経済社会運営を目指すことが重要な課題となる」と民の力を活用してい

くことの重要性を唱えている。 

 

(3) 各政党の取り組み 

 各政党の道州制についての考え方については、2000 年以降いくつか示されてきた。特

に近年は、選挙時のマニフェストに盛り込む政党が増えてきている。道州制の推進に積

極的な日本維新の会とみんなの党は、2013 年 6 月に共同で「道州制への移行のための改

                                                                                                                                          
せめてこういう道州制にしてほしい』と言っていると思ってください」、「この答申どおりに道州制が実現

されるのであれば『分権改革』をさらに前に向かって促進する改革になるといえると思っています」といっ

ている。あくまでも分権改革を進めるための道州制の提案である。また、今村(2010)は、第 28次地方制度

調査会の委員として参加した調査会の審議経過を詳しく紹介している。松本(2006)には、第28次地方制度

調査会の答申を中心に、道州制に関連する資料等が整理されている。 
17 この「道州制ビジョン懇談会」は、2010年 2月に廃止された。 
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革基本法案」18を国会(183回(常会))に提出している。 

 自由民主党は、2005年 10月に「道州制調査会」の中間報告、2007年 6月に第2次中

間報告(同年11月には道州制調査会を「道州制推進本部」に格上げ)、2008年 7月には

第3次中間報告、2010年 9月には「道州制基本法案(骨子案)」を取りまとめている。こ

の骨子案は後に「道州制推進基本法案(骨子案)」と名称が変更され、公明党と共同で

2014年 1月からの第186回国会(常会)へ提出するため、地方6団体と意見交換を行い、

党内で調整が行われている19。 

 現在公表されている「道州制基本法案(骨子案)」の概要は以下のとおりである20(参考

資料7参照)。 

 

① 組織については、都道府県を廃止し道州制を設置する。「基礎自治体」は現状

の市町村を基本とする(自主合併は妨げない)。 

② 権限は、国の関与等をできるだけ廃止し、2重・3重行政をなくす。国は、国

家の存立に関すること、全国的に統一的定めが必要なこと等を行い、機能を集

約・強化し、道州は、道州内に関することを行うとともに、このことに関し、道

州法を制定できる。基礎自治体は、その能力に応じて事務・権限を担い、立法す

ることができる。 

③ 議会は、現行の都道府県の区域以下の選挙区から選出された議員で構成し、首

長は、住民の直接選挙で選出される。 

④ 財政については、中央政府に依存しない税・財源とし、財政調整制度を設ける。 

 

 この骨子案では、道州と基礎自治体はともに「自治体」であるが、「基礎自治体」が

どういう団体をイメージされているのかが不明である。また、都道府県が廃止され多く

の事務が基礎自治体に承継されるが、現在の市町村すべてが現状のままで対応すること

は不可能であるため、何らかの対応が必要になる。 

 

                                                
18 詳細は、みんなの党のホームページを参照のこと<http://www.your-

party.jp/activity/gian/002163/>(2014.01.31閲覧) 
19 2014年 2月 28日現在、この法案は国会に提出されていない。 
20 修正された「道州制推進基本法案(骨子案)」は、2014年 2月末現在、公表されていない。 
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第2章 広域行政の現状と課題 

 

１ 全国の広域連携の現状と課題 

(1) 現状 

 総務省は、2年毎に「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調」を実施している。

直近の2012年(7月 1日現在)に実施された調査結果を基に、主な取り組み事例とその件

数をまとめたものが下の表2-1である。共同処理している総件数は7,921件で、事務の

委託の増加等により前回調査(2010年 7月 1日現在)の 7,563件からから358件増加して

いる(参考資料8参照)。 

 

表2-1 事務の共同処理の取り組み事例と件数 

区

分 
方  式 設置件数 代表的な事務 

機
能
的
協
力 

法に基づく 

協議会 
191 

広域行政計画等(31)、消防(14)、社会教育(10)、救急(10)、 

農業用水(9)、小学校(8)、中学校(8)、下水道(6)、 

障害者福祉(5)、救急・土日医療(5)、上水道(5) 

機関等の 

共同設置 
400 

介護保険(131)、公平委員会(113)、障害者福祉(108)、 

公務災害(6)、児童福祉(4) 

事務の委託 5,668 

公平委員会(1,165)、住民票の写し等の交付(1,159)、 

競輪・競馬・競艇(853)、公務災害(376)、下水道(232)、 

退職手当(147)、ごみ処理(146)、消防(146)、救急(140)、 

農業用水(112) 

組
織
的
協
力 

一部事務組合 1,546 

ごみ処理(398)、し尿処理(352)、消防(282)、救急(282)、 

火葬場(218)、介護保険(148)、病院・診療所(110)、上水道

(100)、老人福祉(98)、林道・林野(92) 

広域連合 115 

後期高齢者医療(51)、介護保険(46)、障害者福祉(32)、 

ごみ処理(25)、消防(21)、救急(21)、し尿処理(16)、 

広域行政計画等(16)、職員研修(15)、火葬場(14) 

開発事業団 1  

合  計 7,921  

※ ( )の数字は設置件数を表す。               出所：総務省(2012)を基に作成 

 

 共同処理の方式別に見ると「事務の委託」が5,668件で最も多く、全体の71.56％を

占めている。次に、一部事務組合が1,546件(19.52％)、機関等の共同設置が400件

(5.05％)となっている(図 2-1参照)。 

 一部事務組合の設置件数は減少傾向にあり、平成の合併により急減した後も引き続き

減少している。 
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 広域連合の設置件数は、2007年に各都道府県で後期高齢者医療広域連合が設置された

こともあり100件を超えている。2012年の調査では、前回の調査と件数の変化はなく、

115件となっている(図 2-2参照)。 

 

 
出所：総務省(2012)を基に作成 

図2-1 共同処理の方式別割合 

 

 

 

出所：総務省(2012)を基に作成 

図2-2 一部事務組合及び広域連合設置件数の推移 
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(2) 課題 

 総務省の事務の共同処理についての調査は、構成団体である地方公共団体がどのよう

な課題を抱えているかについても調査している。2012年の調査結果では、一部事務組合

と広域連合について、「課題がある」とする自治体の割合は、他の方式と比較して高く

21、課題として、「迅速な意思決定が困難である」と「構成団体の意見が反映されにく

い」が多く指摘されている。機能的な協力である、協議会、機関等の共同設置および事

務の委託についても、「迅速な意思決定が困難である」ことが一部事務組合や広域連合

と同様に一番多く指摘されている。さらに、事務の委託では、「構成団体から事務処理

に当たって必要な情報を把握することが困難である」ことが他の方式と比較して多く指

摘されている(参考資料11参照)。 

 一部事務組合の制度的な問題点として、成田(2013)は、 

 

① 構成市町村の影響力が非常に強く、組合自体の自主性・自立性・主体性が十分

に発揮できない。 

② 普通地方公共団体を構成員とする特別地方公共団体であるため、組合独自の住

民が存在しない。 

③ 組織運営の面では画一的で、議会と長という二元的機構になっているために、

弾力的で有効な選択ができない硬直した制度になっている。 

④ 独自の課税権等はなく、財政上の自主性が欠けている。 

 

の 4点を指摘している(成田2013: 13-15)。 

 ①の指摘は、構成団体の意見を聞いた総務省の調査結果と合わせて判断すると、一部

事務組合の意思決定の仕組みに大きな課題があることを示している。また、広域連合に

ついても制度の共通点が多いため、同じような問題を抱えている22。 

 上記の②の指摘にある「組合独自の住民が存在しない」とは、一部事務組合の管理者

                                                
21 「課題がある」と回答した市町村数の割合は、協議会(26.2％)、機関の共同設置(15.4％)、事務の委託

(13.1)、一部事務組合(32.4％)、広域連合(26.1％)であった。 
22 例えば、奥田(1998: 32-33)は、広域連合が抱える問題点として、①自主財源を持たず財政基盤が脆弱なた

めに、広域計画を立案するとしても、広域連合独自の事業を実施することが困難である、②実態として一部

事務組合の看板の架け替えに過ぎず、このため、施策の実施についても関係団体との連絡調整に時間がかか

り、迅速な意思決定ができず、組織運営が非効率になっているところが多い、③存在自体は住民に認知され

るようになってきたとしても、長や議員の直接選挙が行われていない現状において、住民との関係は依然と

してかけ離れた存在のままとなっている、の3点を指摘している。 
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と議会の議員は、住民が選挙で選出していないことを指している。これは、公選制を採

用していない広域連合についても同様である23。このことから、一部事務組合と広域連

合(以下「組合」という。)は、住民からの距離が遠いと指摘され、アカウンタビリティ

24の確保が大きな課題になる。 

 アカウンタビリティは、説明する側と説明を受ける側の両者がどのような関係性を有

しているかによって決まる。これは、政治学や経済学では、本人(プリンシパル)・代理

人(エージェント)として整理されることが多い(山本2013: 52-53)。これを自治体に当

てはめると、住民(有権者)が本人で、議員･首長が代理人であり、議員と首長は住民に

対してアカウンタブルでなければならない。 

 組合は、関係市町村の住民が組合の管理者や議員を直接選出していないため、住民と

の間には、本人・代理人関係がない。したがって、組合は住民に対してアカウンタビリ

ティを負わない。しかし、組合とその構成団体である各自治体との間には、本人・代理

人関係が成立するため、組合は関係自治体に対してアカウンタビリティを負う。つまり、

組合は、構成団体である各自治体に対して説明が必要になり、構成団体である各自治体

は、組合の運営についてチェックすると同時に、住民に対して組合の運営についての説

明が必要である。 

 

２ 草津市における広域連携の現状と課題 

(1) 法に基づく広域連携 

 滋賀県内には、2012年 7月現在、機能的な協力として、法に基づく協議会が1件、機

関等の共同設置が2件、事務の委託が51件ある(総務省2012)。組織的な協力として、

一部事務組合が21団体(参考資料9参照)で、広域連合には、後期高齢者医療保険を扱

う「滋賀県後期高齢者医療広域連合」がある。 

 草津市が構成団体である一部事務組合には、「湖南広域行政組合」、「滋賀県市町村

交通災害共済組合」と「滋賀県市町村職員研修センター」があり、広域連合には「滋賀

県後期高齢者医療広域連合」がある。また、2013年度に草津市が関係する初めての法に

                                                
23 広域連合は、制度上、議員と長を公選できるが、総務省(2012)の調査では公選制を採用している広域連合

はない。 
24 アカウンタビリティは、日本では「説明責任」と訳されている。山本(2013: 49)は、「自己の行為を説明

し正当化する義務で、説明者はその義務を的確に果たさない場合には懲罰を受ける可能性を持つもの」と定

義し、「説明責任」と訳すと原語の持つ概念が消えてしまうと指摘している(山本2013: ⅱ)。ここでは、山

本の指摘に基づきカタカナ標記にした。 
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基づく協議会として、「琵琶湖流域下水道協議会」が設置された。この協議会は、連絡

調整協議会と計画作成(策定)協議会の性格を併せ持ち、琵琶湖流域下水道の運営計画を

策定するとともに、構成団体間の連絡調整を行うものである。 

 

① 湖南広域行政組合 

湖南広域行政組合は、草津市、守山市、栗東市、野洲市で組織されており、共同処理

している事務は以下のとおりである25。 

 

(a) し尿および浄化槽汚泥の収集ならびに処理を行う施設の設置、経営および管理

に関すること。 

(b) 消防に関すること。ただし、消防団に関する事務は、活動の統制、教育訓練そ

の他運営に関することとする。 

(c) 防災および国民保護措置に係る初動体制に関すること。 

(d) 火薬類取締法、火薬類取締法施行令および火薬類取締法施行規則に基づく事務

のうち、滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例第2条の規定

により市町が処理することとされた事務に関すること。 

(e) 第二次救急医療に関すること。 

(f) 湖南広域休日急病診療所の設置および管理運営に関すること。 

 

 組合には議会が設置されており、議員の定数は16人で、4市の市議会議員から4人

ずつ各議会において選挙されている。この組合には管理者、副管理者および監査委員

(2人)、会計管理者が置かれている。組合の管理者は、4市の長の中から互選で選ばれ

る。なお、副管理者は4人と定められており、管理者の属する市の副市長と管理者の

属する市以外の市の長をもって充てることになっている。 

 組合の議会は、年2回開催されており、それぞれの議会前に上記事務に関連する担

当課長会議および担当部長会議が開催されている。 

 

 

                                                
25 詳細は、湖南広域行政組合規約第3条を参照のこと。 
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② 滋賀県市町村交通災害共済組合26 

 滋賀県市町村交通災害共済組合は、滋賀県内19市町で構成されており、交通災害共

済に関する事務を共同処理している。組合の議会の議員定数は、10人で、組合を組織

する市町の長のうちから互選されている。この組合には管理者、副管理者および監査

委員(2人)、会計管理者が置かれている。管理者は、組合を組織する市町の長のうち

から、組合の議会において選挙され、副管理者は、組合を組織する市町の長のうちか

ら、管理者が組合の議会の同意を得て選任される。 

 また、監査委員は、管理者が組合の議会の同意を得て識見を有する者および組合の

議員のうちから選任される。 

 

③ 滋賀県市町村職員研修センター27 

 滋賀県市町村職員研修センターは、滋賀県内19市町で構成されており、構成市町の

職員の研修に関することおよび、構成市町の職員の研修に係る調査、研究、情報提供

および支援に関することを共同処理している。 

 研修センターの議会の議員定数は9人で、構成市町の長のうちから互選される。議

会は年2回開催されている。研修センターには、管理者、副管理者および監査委員(2

人)、会計管理者が置かれており、管理者および副管理者の内1人は、研修センターの

議会において構成市町の長のうちから選任される。 

 

④ 滋賀県後期高齢者医療広域連合28 

 滋賀県後期高齢者医療広域連合は、滋賀県内19市町で構成されており、高齢者の医

療の確保に関する法律（1982年法律第80号）および高齢者医療確保法に基づく命令

に基づき、後期高齢者医療広域連合が行うものとされた後期高齢者医療の事務を処理

している。 

 広域連合の議員定数は19人で、関係市町の議会の議員並びに長および副市町長のう

ちから、各関係市町の議会において1人が選挙により選出される。議会は、年間2回

                                                
26 詳細は、「滋賀県市町村交通災害共済組合規約」を参照のこと。 

  <http://www2.city.otsu.shiga.jp/reiki/reiki_honbun/x400RG00000694.html>(2014.02.17閲覧) 
27 詳細は、「滋賀県市町村職員研修センター規約」を参照のこと。<http://www.hiyaku.or.jp/>(2014.02.17

閲覧) 
28 詳細は「滋賀県後期高齢者医療広域連合規約」等を参照のこと。

<http://www.shigakouiki.jp/index.html>(2014．02.17閲覧) 
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開催されている。広域連合長は、関係市町の長のうちから、関係市町の長が投票によ

り選出され、副広域連合長が2人置かれている。他に、会計管理者および監査委員(2

人)が置かれ、選挙管理委員会が設置されている。 

 

(2) 法に基づかない広域連携 

 法に基づかない各課の取り組みについて調査した結果、多くの課で法に基づかない任

意の協議会等が設置されていることが分かる(参考資料10参照)。この調査の結果、草

津市では61件の取り組みがあり、その内、構成団体が湖南4市であるものが全体の

23.0％で一番多い。また、構成団体が湖南4市を含む団体が、合計30団体(49.2％)で

あり全体の半分近くを占めている。改めて、湖南 4 市の関係が大きいことが確認できた。

また、これらの協議会の役割は大半が連絡調整のためのものである(図 2-3参照)。 

 

 

 

  
県内全市

町 

県内全市

町＋県 
4 市 

4 市＋湖

南市 
4 市＋県 

4 市＋大

津市＋湖

南市 

4 市＋そ

の他  
その他 

件数 4 7 14 3 3 1 9 20 

割合 6.6% 11.5% 23.0% 4.9% 4.9% 1.6% 14.8% 32.8% 

 

図 2-3 法に基づかない協議会等の構成団体別の数と割合 

 

 これらの取り組みの中で、近年の取り組み事例としては、近隣 5 市(草津市、栗東市、

守山市、野洲市、湖南市)が「湖南地域グループウエア共同化連絡協議会」を立ち上げ、

クラウドシステムを利用したグループウエアの共同化がある。このシステムは、2013年
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10月から5市で運用が始まっている。さらに、基幹情報システムの共同化を視野に入れ

た協議が行われている。 

 広域連携について話し合う場として「湖南総合調整協議会(湖総協)」がある。湖総協

は、滋賀県、草津市、栗東市、守山市、野洲市で構成されている。湖総協での取り組み

で主なものには、4 市の図書館の共同利用や、文化・スポーツ施設および公民館の利用

料金がすべて市内住民と同様の料金で利用できることなどがある。 

 この湖総協は、今後、さらに広域連携を進めていくための協議の場として重要である。 

 

(3) 課題 

 草津市が構成団体である一部事務組合や広域連合には、すでに述べた総務省の調査結

果や成田(2013: 13-15)が指摘した制度上の課題が同様に当てはまる。 

 関係者へのヒヤリングで「草津市が変えたいと思っても、他の構成市すべてが同意し

ない限り変えられない」という意見があった。これは、一部事務組合と広域連合に共通

することである。それぞれの議会の議員は、構成団体の代表であるため、「ある構成市

町村が嫌うことを組合29として決定することは不可能であるので、消極的民主的統制は

達成される。しかし、ある構成市町村が求めることを組合として政策決定するのは、他

の全構成市町村の賛成が必要であり、極めてハードルが高い。いわば、積極的民主的統

制は著しく困難である」(金井 2009: 7)。一部事務組合と広域連合にはこのような「民

主的統制の観点からの弱点」がある(金井2009: 6)。 

 また、「住民の監視が届きにくい」という意見もあった。これは、すでに述べたよう

に、一部事務組合の制度上避けられないものである。これを解決するには、大きなエネ

ルギーが必要になるが、一部事務組合を一旦解散し、広域連合を新たに設置したうえで、

その広域連合の管理者と議員を公選制にすることが考えられる。後に述べるように、広

域連携で対応することが可能な多くの事務を、まとめて広域連合で処理することになれ

ば、広域連合が実施する行政サービスによる住民への影響が大きくなる。したがって、

広域連合の長や議員を公選制にすることは、住民自治を拡充するためにも必要なことで

ある。 

                                                
29 ここでの「組合」は、一部事務組合と広域連合を含んでいる。(金井2009: 6) 
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３ 市町村合併の評価 

 平成の大合併は、先に述べたとおり1999年から「市町村の合併の特例等に関する法

律」の期限である2010年 3月末まで約11年間続いた。1999年 3月 31日に市町村の数は

3,232団体あったが、2010年 3月 31日には1,727になった30。当時の与党の目標であっ

た1,000には及ばなかったが、全体としては合併が相当進んだ。滋賀県内の合併は、平成

の大合併前には50の自治体(7市 42町 1村)があったが、2010年には19(13市 6町)にな

った。多くの地域で広い面積を有する市が誕生したが、湖東地域と湖南地域では合併があ

まり進まなかった。 

 平成の大合併の評価・検証は、さまざまな形で行われている31。主な公的機関の報告書

としては、 

 

① 全国町村議会議長会・第3次地方（町村）議会活性化研究会「大規模市町村合併

後における基礎自治体のあり方と町村議会のあるべき姿」2009年 5月 

② 全国町村会・道州制と町村に関する研究会「『平成の合併』をめぐる実態と評

価」2008年 10月 

③ 総務省・市町村の合併に関する研究会「『平成の合併』の評価・検証・分析」

2008年 6月 

④ 日本都市センター『平成の大合併都市要覧』2008年 3月 

 

等がある(今井2009: 25)。さらに、総務省からは、2010年 3月に「『平成の合併』につ

いて」が出されている。①や②の評価は、総じて否定的なものになっており、③の総務省

の報告書は成果を強調するものになっている。 

 最近のものとしては、2013年に公益財団法人後藤・安田記念東京都市研究所が『平成

の市町村合併―その影響に関する総合的研究－』をまとめている。この研究は、平成の市

町村合併の影響について、行政体制、財政、地域政治について詳しく分析するとともに、

合併の国際比較を行っている。 

                                                
30 2014年 1月 1日現在では、1,719(市 790町 746村 183)である。(総務省のホームページ「広域行政・市町

村合併」<http://www.soumu.go.jp/kouiki/kouiki.html>(2014.02.04閲覧) 
31 今井(2009: 1-2)によると、平成の大合併に関連する論文等は総量としては、昭和以前の合併研究と比較し

て多いが、「合併前の時期に合併時や合併後のことを議論する内容が大部分を占め、合併後を検証する論文

等は、相対的に少ないのではないかと思われる」という。 
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 研究の総括として、「『平成の市町村合併』は、『究極の行財政改革』を促す政策手段

であった。合併市町村は、合併に伴う職員の余剰を解消するため、急激に行政改革を進め

た。そのため合併のメリット(専門職員の配置など)が希薄化され、さらに、合併のデメリ

ットを緩和するための諸措置(総合支所の設置など)は、次々と縮減されてしまった」32と

し、今回の合併は、「『究極の行財政改革』が自己目的化した現代日本行政運営の姿を浮

かび上がらせたとも言えよう」と締めくくっている(後藤・安田記念東京都市研究所

2013: 189)。 

 さらに、この報告書の分析は現時点でのものであると断っている。それは、「『2020

年問題』33を経て、さらなる効率化に駆り立てられる可能性は、他の財政措置が講じられ

ない限り、否定できない」からであるという(後藤・安田記念東京都市研究所 2013: 189)。 

 

４ 道州制導入の課題 

 道州制については、第1章で見たようにさまざまな提案がなされている。これらの案は、

具体的な内容はまだまだ不明なところが多いにもかかわらず、言葉だけが先行しているの

が現状である。そのような道州制について、いくつかの課題が指摘されている(原田

2012: 10-11)。 

 

① 既存制度の活用 

 広域行政需要などの課題に対しては、まずは現行の広域連合制度等の既存制度を

活用すべきではないかとする意見である。 

② 国の調整機能の低下のおそれ 

 道州知事を直接公選とした場合、多少の制限を加えても、知事の権限やそれを背

景とした実質的な権力は強大なものとなる。仮に巨大州の知事と中央政府の意見が

対立した場合、その調整が極めて困難になるとの指摘である。 

③ 集権的な道州制になってしまうおそれ 

 分権的な道州制にはならず、逆に集権的な道州制になってしまうおそれがあると

                                                
32 2013年 10月 19日岡山県職員会館三光荘において開催された、「第36回『都市問題』公開講座「市町村合

併～その功罪を考える」」の当日配布資料。 
33 2020年問題とは、「合併特例の一つである合併算定替えの期限は10年であり、経過措置を含めると15年

である。合併が集中したのは2004年～2005年であるから、合併算定替えの効果が消滅するのは2019年～

2020年となる」が、「大多数の市町村が基金に十分な資金を充当しているとはいえない状況にある」という

(後藤・安田記念東京都市研究所2013: 189)。 
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する。道州に国の事務を大幅に移譲することが想定されているが、それら事務の執

行に対する国の指揮監督権等の関与を認めるのであれば、集権的な道州制となる可

能性があるとする。 

④ 道州間格差、道州内の一極集中のおそれ 

 我が国の人口や経済力は非常に偏っており、どのような単位にまとめても、州間

に大きな格差が生じる。仮にバランスのとれた行政サービス水準の維持を図るなら

ば、州間の大規模な財政調整が必要となるが、大幅な税源移譲によって格差が拡大

する状況の中で、どのように各州の自立性を保ちつつ財政調整を行うのか明確にな

っていないとする。 

 また、道州内においても、いわゆる州都への一極集中が進むとの指摘もある。 

⑤ 市町村合併の促進の可能性34 

 多くの道州制案において、都道府県の事務を市町村に移譲していくことが想定さ

れているが、市町村の体制整備、特に小規模自治体の在り方が課題となる。その方

策として市町村合併を国が推進することを懸念する意見がある（全国町村会等の反

対決議）35。なお、一部の道州制案には、具体的な基礎自治体の数（経団連の第2

次提言における「1,000 程度」等）や人口規模（経済同友会の2011年提言の「30

万人程度」等）が示されている。 

⑥ 住民自治の形骸化のおそれ 

 一般論として、住民と道州政府との物理的・心理的距離の発生、政治参加の有効

性の低下により、住民自治が機能しなくなるおそれがあるとの指摘が見られ、少な

くとも直接民主主義的な制度は形骸化する可能性が高いとする。 

 

 このように課題がある道州制の導入について、磯崎(2011)は、道州制のメリット・デメ

リットを検証した上で、 

 

 道州制は分権型国家の実現、広域的課題への対応、圏域の経済自立などの面で効果

が見込めるが、住民自治の形骸化、市町村への補完的機能の低下、圏域間の格差拡大

                                                
34 大森(2013：13)は、「道州制の導入は、町村だけでなく、一般市を含め『究極的な小規模市町村つぶし』

と言わざるを得ないのです」と指摘している。 
35 全国町村会「全国町村長大会 特別決議」 

 <http://www.zck.or.jp/activities/201126taikai/201126index.html>(2014.02.18閲覧) 
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などの懸念があるため、制度設計においては慎重な検討が必要であるし、もし各省庁

の反対等によって国からの立法権を含む権限や財源の移譲が不十分になるのであれば、

道州制の導入は断念すべきである。(磯崎2011: 311) 

 

と結論付けている。 

 また、西尾(2013)は、道州制構想について慎重論者であると断った上で、道州制構想の

実現が容易ではない理由を3点挙げている(西尾2013: 171-178)。 

 

① 誰が推進し、誰が抵抗するのか 

 全省庁の抵抗と県庁職員や民間企業(地方新聞、放送局、地銀･信金)の反発が

考えられる。全省庁が反対すると考えられる中で、「政治主導で突破できるほど

に政治力のある内閣」が、この国で「近い将来に誕生するとは、とても思えな

い」。 

② 区割りの難しさ 

 「区割りの最終案についてのコンセンサスがまだ取られていない」。特に、

「関東から近畿にかけての本州中央部の区割りは、むずかしい」。 

③ 東京圏および関西圏の制度設計は難問中の難問 

 「東京都を廃止するということは、それと同時に都区制度も合わせて廃止する

ことにならざるを得ないが、区部の地方自治の仕組みを組み立て直すことはきわ

めて難しい」。これは、「大阪都構想」にも関連する問題である。 
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第３章 草津市の今後の方向性 

 

 前章まで、広域行政に関連して、広域連携と合併、および道州制について、それぞれ制

度、現状と課題について検討してきた。この章では、この検討結果に基づき、草津市の今

後の行政運営の方向性について提示する。なお、合併については、現在のところ湖南地域

での動きはないものの、参考になる考え方を後の留意事項の中で簡単に触れることとする。 

 

１ 広域連携について 

(1) 基本的な考え方 

 広域連携により共同処理を行っている事務には、次のような特徴が見られる(総務省

2009: 13)。 

 

① 事務が定型的で裁量の余地が小さいもの 

② 規模の拡大による効率化が可能なもの 

③ 専門性が高いもの、一定の規模があることが望ましいもの 

④ 広域的に実施することが施策目的の達成に有効だと考えられるもの 

 

 上記は、すでに共同で取り組まれている事務の特性について整理されたものであるが、

今後草津市が、地域の課題解決を行っていく場合に、広域で取り組むかどうかの判断基

準として重要な視点を示している。 

 草津市の今後の行政運営において、公共施設の更新･再配置などの将来必ず検討しな

ければならない課題については②の視点が重要である。また、行政サービスの質を高め

るために、1市では確保が困難な専門職を確保するためには③の視点が重要である。 

 ④に挙げられているように、行政区域を超えた広域的な取り組みが、施策目的を達成

するために有効であり、住民の福祉の向上につながることが最も重要である。効率的で

経済的であるからといって、行政サービスの質が低下することは避けなければならない。 

 

(2) 広域連携の手法 

 広域連携の手法には第1章で整理したように、さまざまな手法があり、第2章でみた

ような課題もある。どの手法を用いるかは、共同処理する事務の内容により最適な手法
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を選択する必要がある。 

 まず、機能的な連携については、新たな仕組みを導入する前に、既存の法に基づかな

い協議会等を有効活用する必要がある。また、機関等の共同設置については、2011年の

法改正により行政機関や内部組織などの共同設置が可能になり、この仕組みを取り入れ

た事例が出てきており参考になる36。 

 第 30次地方制度調査会は、答申の中で「広域連携を一層進めていくため、現行の事

務の共同処理の制度に加え、より弾力的な広域連携の制度を設けることとすべきであ

る」と、新たな広域連携制度の必要性について指摘しており、現在、総務省において新

たな広域連携の方法として、「連携協約」に基づく柔軟な連携の仕組みの制度化が検討

されている37。ただし、この仕組みは、以下の3つの地域を対象としている。 

 

① 人口減少・少子高齢社会において確保すべき成長点となる「地方中枢拠点都

市」を中心とする圏域（「地方中枢拠点都市圏」） 

② 地方中枢拠点都市等から相当距離がある等、市町村間の広域連携では課題の解

決が難しいような条件不利地域 

③ 急速な高齢化や公共施設の老朽化が進む中で、水平的・相互補完的、双務的な

役割分担が求められる三大都市圏（具体的には東京圏（東京23区・横浜市・川崎

市・相模原市・さいたま市・千葉市の通勤・通学10％圏）、関西圏（大阪市・堺

市・神戸市・京都市の通勤・通学10％圏）、名古屋圏（名古屋市の通勤・通学

10％圏）） 

 

 上記の①から③に該当しない地域は、「定住自立圏構想を推進していくこととされて

おり、現在、圏域において各地方公共団体が果たすべき役割に応じた財政措置のあり方

について、別途、検討が進められているところである」という(総務省2014a)。草津市

を始め、湖南地域は上記の3つの地域に該当しないため38、定住自立圏の導入について

検討を始める必要がある。 

                                                
36 事例として、「南河内広域事務室(富田林市、河内長野市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村)」

や「池田市箕面市豊能町能勢町における共同処理センター」等がある。 
37 詳細は、総務省(2014a)を参照のこと。 
38 総務省(2014a)の資料によると、大津市は上記の③の内、京都市の通勤・通学10%圏に入っているが、草津

市をはじめ湖南地域は圏外である。 
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 次に、今後、組織的な連携を導入する場合、一部事務組合より柔軟に事務の共同処理

が行え、国や県から権限委譲も可能な広域連合を選択すべきである。なお、すでに述べ

たが、さまざまな事務を共同処理する広域連合を設置する場合には、住民の監視を強め

るために、広域連合の長や議会を公選制にすることも検討する必要がある39。 

 また、前章で見たように、一部事務組合や広域連合には、意思決定のスピードや構成

団体との関係、さらに、住民との関係において制度上の課題がある。第23次地方制度

調査会・専門小委員会に提出(1991年 11月 13日)された「地方公共団体の連合制度につ

いて(私論)40」(いわゆる「成田試案」)で提案されているように、「『執行機関－議事

機関型』と『評議会型』とのどちらかを任意に選択できるものとし、『評議会型』の場

合にあっては、『マネージャー制度』41を導入することも可能なものとする」(成田

1991)などの根本的な改革を政府に求めていく必要がある。 

 

(3) 今後広域連携が考えられる事務 

 総務省の事務の共同処理に関する調査で実施事例が多い事務と、総務省(2009)で「今

後活用が見込まれる事務」として取り上げられている項目を参考に、上記の基本的な考

え方で参考にした総務省(2009: 13)の 4項目に加え、以下の4つの視点を加味して、今

後草津市が広域連携による取り組みの検討が必要な事務を抽出した(参考資料12・13参

照)。その検討結果を整理したのが表3－1である。 

 

① 住民へのサービスの質の向上が見込めるかどうか。 

② 日常的に近隣市と調整が必要な事務であり、協議が恒常化しているかどうか。 

③ 市民の意見を日常的に聞く必要がない事務かどうか。 

                                                
39 地方行財政検討会議(2011)には、一部事務組合の議会に代えて、構成団体の議会がその役割を果たす組織

形態が採用できるようにすることや、広域連合の長に代えて、執行機関としての理事会をおくことなどが提

言されている。 
40 成田私案では、EUをモデルとして、一部事務組合とは異なった地方公共団体の連合制度を創設することが

提案されていた。この「連合」は、広域行政需要に対処するための行政機能を固有の機能として有する特別

公共団体とするなど、組合とは違う性格のものであり、財政的にも自立できる制度である。詳細は、成田

(1991)を参照のこと。 
41 シティーマネージャー制度とは、「地方自治体において、比較的少人数の議会が、行政のトップとしてシ

ティ・マネージャーを任命し、このシティ・マネージャーが、議会の採択した政策を実行する制度」であり、

「行政の専門職であるシティ・マネージャーは、任命権者である議会に対して責任を負うが、行政運営は、

住民全体の利益のために行う」(自治体国際化協会2008)。他に参考になる文献として、穂坂(2008)、自治体

国際化協会(ニューヨーク事務所)(2006)がある。 
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④ 共同処理を行うことにより発生するデメリットを解決する手段(代替案)がある

かどうか。 

 

表 3-1 今後広域連携が考えられる事務 

 事    務 

機能的な連携 電算システムの運営 

環境対策、防災対策、交通政策、広域観光、景観政策 

公平委員会、固定資産評価審査委員会、監査委員、建築主事、 

消費生活センター、(配偶者暴力相談支援センター)、 

非常勤職員公務災害補償等事業、学校医等公務災害補償等事業  

公営住宅および改良住宅の管理 

組織的な連携 介護保険、上水道、職員研修所、火葬場、ごみ処理施設 

 

 表 3-1にある事務のうち、主な事務の今後の方向性は以下のとおりである。 

 

① 「公平委員会」と「固定資産評価審査委員会」は、年間の開催実績も少ないた

め、効率化のために広域での取り組みを検討する。 

② 「監査委員」については、第29次地方制度調査会42や地方財政検討会議43にお

いて、制度の見直しを含めたそのあり方に関する議論が行われたが、具体的な制

度改正は行われていない44。共同化はその後の検討課題である。 

③ 「建築主事(建築確認申請)」については、草津市は特定行政庁として建築主事

を置いているが、建築確認申請が民間開放されたことにより、申請件数は減少し

ている。広域で建築主事の共同設置を検討する。 

④ 「消費生活センター」については、専門知識が必要なスタッフ確保のため、共

同設置を検討する必要がある。なお、「配偶者暴力相談支援センター」は、現在、

草津市には相談窓口はあるが設置されていない。広域で共同設置し、専門職を置

くことを検討する。 

⑤ 「非常勤職員公務災害補償等事業」と「学校医等公務災害補償等事業 」は、

                                                
42 第29次地方制度調査会は、2009年 6月「今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申」を

取りまとめている。 
43 地方財政検討会議は、2010年 6月「地方自治法抜本改正に向けての基本的な考え方」、2011年 1月「地方

自治法抜本改正についての考え方(平成22年)」を取りまとめている。 

44 総務省に「地方公共団体の監査制度に関する研究会」が設置され、2012年 9月から2013年 3月まで7回研

究会が開催され、総務省(2013)が取りまとめられた。 
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効率化のため、広域での取り組みを検討する。 

⑥ 「介護保険」は、保険事業を広域で取り組むことを今後検討する必要がある。 

⑦ 「上水道」の広域化は、リスク管理の面から今後検討する。 

⑧ 「職員研修」は、現在の市町村研修センターと県の研修センターとの統合を検

討する。 

⑨ 「火葬場」、「ごみ処理施設」、「公営住宅および改良住宅の管理」は、将来

の課題として広域化を検討する。 

 

 表 3-1には機能的な連携に位置づけられている事務も、いくつかの事務をまとめて共

同処理するための広域連合を設置するなど、組織的な連携で対応することも考えられる。 

 

２ 道州制が導入された場合について 

 現在のところ、いつどのような道州制が導入されるのか不明な点が多いが、あらかじめ

自治体としての対応を考えておくことには意義があると考える。 

 政権政党である自民党と公明党の案から、道州制のパターンとして以下の2つのパター

ンが考えられる45。 

 

① 国―道州―基礎自治体 

② 国―道州―道州の支部―基礎自治体 

 

 ①の場合、現在の自由民主党案では「基礎自治体は、現状を基本とする（自主合併は、

妨げない）」としているが、現在滋賀県が実施している事務の多くを草津市で処理するこ

とになるため、近隣市との広域連携で対応するか、合併するかの選択を迫られることにな

る。また、県が廃止されるため、現在滋賀県が担っている県域全体の利益を代表して意見

を表明する必要がある場合(例えば、琵琶湖に面する自治体全体の利害に関する課題)に、

誰が(どのような組織が)取りまとめるのかが課題になる。さらに、現在県が有している、

高等学校、教職員の採用や人事、県立の公共施設、保健所等について、その管理運営をど

うするのかも課題になる。 

                                                
45 滋賀県(2013)では、①国－道州－基礎自治体、②国－道州－県－市町、③国－国の出先機関－県－市町の3

つのパターンを例示している。 
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 ②のパターンでは、現在県が担っている機能を道州の支部が担うことも考えられるが、

基礎自治体の補完が十分にできるか懸念される。 

 

３ 留意事項 

 今後草津市が広域行政を進めていくうえで留意すべき事項を以下にまとめる。 

 

① 広域連携については、前項で取り上げた事業について、広域での取り組みの可

能性を探りながら、できるものから取り組み、実績を積み重ねる必要がある。 

 また、東日本大震災に対する各自治体の取り組みや、情報システムの連携事例

を見ると、連携の相手(範囲)は、近隣自治体だけにかぎらない。多様な選択肢が

考えられるため、柔軟に対応していく必要がある。 

 

② 道州制が導入された場合には、合併を検討しなければならない状況になる可能

性がある。草津市を取り巻く地域において、今のところそのような動きはないが、

いつどのようなきっかけで「政策の窓」46が開くか分からない。いつでも対応でき

るよう備えておく必要がある。 

 合併する場合、その区域を検討しなければならないが、広域連携の現状調査で

も明らかになったように、現在最も関係の深い湖南 4 市(草津市、栗東市、守山市、

野洲市)で合併することが考えられる。また、4 市が合併すると人口は 32 万人47に

なり、中核市(参考資料 14・15 参照)になるための要件の一つである人口 30万人48

以上を満たすことになる。したがって、次の段階として、道州制施行下における

30 万都市の意義、制度のあり方等、現行の中核市制度を含め検討することが課題

となる。 

 

③ 道州制の区割りについては、現在のところ複数の案が出されているが、どの区

                                                
46 キングダンがKingdon(1995)の中で唱えたもので、特定の政策案が提示されるためには、「問題の流れ

(problem stream)」、「政策の流れ(policy stream)」、「政治の流れ(political stream)」の 3つの流れ

が「合流(カップリング:coupling)」しなければならないとする考え。 
47 2012年の国勢調査では、草津市:130,874人、守山市:76,560人、栗東市:63,655人、野洲市:49,955人で、

4市を合計すると、321,044人になる。 
48 現在総務省では中核市と特例市について、そのあり方や規模について検討されており、中核市と特例市を

統合して「新中核市(人口 20万人)」という案が出ている。「経済財政諮問会議（2013年 11月 29日）新藤

総務大臣提出資料（抜粋）」 
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割り案においても、滋賀県は道州の周辺に位置している(参考資料6参照)。この

ことは、平成の大合併後の評価で指摘されている「周辺部の衰退」49が、滋賀県に

おいて起こる可能性がある。このようなことが起こらないよう、分権型の道州制

にするなどの対応策をあらかじめ考えておく必要がある。 

                                                
49 詳細は、道州制と町村に関する研究会(2008: 80-81)を参照のこと。 
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おわりに 

 

 この調査研究では広域行政の制度や課題、そして具体的な事務に注目してきたが、広

域行政をスムーズに進めていくには、スマート(2012: 37)が言うように、「何よりも政

治家同士及び職員同士の信頼関係、そして政治家と職員との間の信頼関係がなければな

らない」。そして、広域処理すべき課題があるのかどうか、どのような処理の仕方が適

切であるか、ということについて各市町村が主体的に議論し、共通理解を形成しておく

ことが大前提である(森 2012: 225)。 

 また、自治体の行政運営の基本は、地方自治法第 1 条の 2 第 1 項に規定されているよ

うに、「住民の福祉の増進を図ること」である。この目的を果たすためには、広域と狭

域の 2 つの対応が必要である。つまり、効率化や専門性が求められる分野には、自治体

の区域を越えた広域での連携が必要になり、より細やかなサービスが求められる分野に

は、自治体より小さな単位(例えば「まちづくり協議会」)の取り組みが必要になる。も

ちろん課題によっては両方の対応が必要になる場合がある。この調査研究は広域行政に

注目したが、自治体はこのような 2 つの需要に対応するため、広域と「狭域の行政」50が

必要であることが、具体的な事務について検討する中で明確になった。狭域行政として、

草津市が進めている「まちづくり協議会」の役割は、それぞれの地域においてますます

重要になる。広域行政と狭域行政は、ともに手段であり目的ではない。最終的には、そ

れぞれの地域において、住民自治が確立されることが重要であることを忘れてはならな

い。 

 

 この調査研究では、個別の事務についての検討を行ったため、まちづくりを広域で考

えるマクロな視点での検討ができなかった。人口減少社会に向けて、公共施設の配置や

社会基盤整備などの都市機能を広域で検討することは次の課題とする。 

 

                                                
50 村上(2002)は、「狭域行政は、地方政府とコミュニティ組織とが協働関係を構築し、情報の共有と公開に

基づき公共サービスの生産や提供を行う地域管理である」と定義している(村上2002: 214)。 
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参考資料１ 広域行政に関する研究会 

 

１ 研究会メンバー 

 

  氏   名 所   属 

1 山田  毅 経営改革室 室長(副部長) 

2 黒川 克彦 経営改革室 参事(GL) 

3 荒川 武仁 企画調整課 副参事(GL) 

4 藤原 健史 企画調整課 主任 

5 田邊 好彦 草津未来研究所 副所長(副部長) 

6 林沼 敏弘 草津未来研究所 主任研究員(副部長) 

7 中村  真 草津未来研究所 研究員(専門員) 

8 坂居 雅史 草津未来研究所 研究員(主査) 

 

 

２ 研究会の日程 

 

研究会 日時 場所 テーマ 

第 1回 
6月 5日(水) 

14:00-16:00 

草津市役所 

(702会議室) 

・調査研究の目的の確認、研究会の進め方につ

いて 

話題提供：同志社大学 真山達志教授 

第 2回 
7月 6日(土) 

14:00-16:00 

同志社大学 

(新町キャンパス 

渓水館１F会議室) 

・湖南地域における広域行政について 

発表：草津市 

出席者：研究会メンバー、同志社大学大学院

総合政策科学研究科 博士課程後期過

程在籍者11名 

指導：同志社大学 真山達志教授 

第 3回 
8月 7日(水) 

14:00-16:00 

草津市役所 

(601会議室) 

・滋賀県企画調整課との意見交換(「滋賀県で広

域行政について考える」について) 

・湖南地域において取り組み可能な事業の検討 

第 4回 
10月 9日(水) 

14:00-16:00 

草津市役所 

(704会議室) 

・道州制導入について 

・中核市移行について 

第 5回 
12月 4日(水) 

14:00-16:00 

草津市役所 

(704会議室) 
・草津市の進むべき方向について 

 



 

44 

 

参考資料2 広域行政に関する経緯 

年 制度の創設、改正 備  考 

1888 市制町村制 町村組合 

1888-1889 明治の大合併   

1911 市制町村制全面改正 
市町村組合(「一部事務組合」、「全部事務組合」

(町村)) 

1947 
市制町村制廃止、地方自治法制

定 

組合制度は引き継がれ、「特別地方公共団体」の一

種と位置づけ。 

県も一部事務組合を設立可能となった。 

「役場事務組合」が創設された。 

1950 
行政事務再配分に関する第 1 次

神戸勧告 
機関等の共同設置など 

1952 地方自治法改正 
協議会、機関および職員の共同設置、事務の委託制

度が創設された。 

1953-1961 昭和の大合併   

1962 第 8次地方制度調査会答申 市町村連合、地方開発事業団 

1963 地方自治法改正 
「地方開発事業団」の制度が創設された。(特別地

方公共団体の一種) 

1969 
昭和 44 年度広域市町村圏振興

整備措置要綱 
  

1970 広域市町村圏振興整備措置要綱   

1974 地方自治法改正 「複合的一部事務組合」の制度が創設された。 

1977 
大都市周辺地域振興整備措置要

綱 
  

1979 新広域市町村圏計画策定要綱   

1989 
平成元年ふるさと市町村圏推進

要綱 
  

1991 
今後の広域行政圏の進行整備に

ついて 

「広域市町村圏」、「大都市周辺地域広域行政圏」

が広域行政圏と総称されるようになった。 

1993 第 23次地方制度調査会答申 広域連合と中核市に関する答申 

1994 地方自治法改正 「広域連合」の制度が創設された。 

1999 ふるさと市町村圏推進要綱   

2000 広域行政圏計画策定要綱   

1999-2010 平成の大合併   

2008 定住自立圏構想推進要綱 
「広域行政圏計画策定要綱」、「ふるさと市町村圏

推進要綱」を廃止 

2011 地方自治法改正 

地方開発事業団、全部事務組合、役場事務組が廃止 

「機関等の共同設置」で行政機関や内部組織などの

共同設置が可能になった。 

出所：佐藤(2006)、日本都市センター(2011)を基に作成 
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参考資料3 広域連携の種類 

区分

方式 地方自治法上の協議会 機関等の共同設置 事務の委託 一部事務組合 広域連合

設置件数
(総務省の調査、2012年
7月1日現在）

191 400 5,668 1,546 115

代表的な事務

(総務省の調査、2012年
7月1日現在）

・広域行政計画等(31)
・消防(14)
・社会教育(10)
・救急(10)
・農業用水(9)
・小学校(8)
・中学校(8)
・下水道(6)
・障害者福祉(5)
・救急・土日医療(5)
・上水道(5)

・介護保険(131)
・公平委員会(113)
・障害者福祉(108)
・公務災害(6)
・児童福祉(4)

・公平委員会(1,165)
・住民票の写し等の交付(1,159)
・競輪・競馬・競艇(853)
・公務災害(376)
・下水道(232)
・退職手当(147)
・ゴミ処理(146)
・消防(146)
・救急(140)
・農業用水(112)

・ゴミ処理(398)
・し尿処理(352)
・消防(282)
・救急(282)
・火葬場(218)
・介護保険(148)
・病院・診療所(110)
・上水道(100)
・老人福祉(98)
・林道・林野(92)

・後期高齢者医療(51)
・介護保険(46)
・障害者福祉(32)
・ゴミ処理(25)
・消防(21)
・救急(21)
・し尿処理16)
・広域行政計画等(16)
・職員研修(15)
・火葬場(14)

地方自治法上の関係条
文

第252条の2-第252条の6 第252条の7-第252条の13 第252条の14-第252条の16 第284条-291条、292条－293条の2
第284条、第285条の2、
第291条の2-第293条の2

概要

・地方公共団体が、事務の一部を共同
して管理しおよび執行し、事務の管理
および執行について連絡調整を図り、
広域にわたる計画を共同して作成する
ための協議会を設ける。(第252条の2
第1項)

・地方公共団体が、共同して、議会事
務局(含む内部組織)、委員会もしくは
委員、付属機関、行政機関、長の内部
組織、委員会若しくは委員の事務局
(含む内部組織)、補助職員、専門委員
を設置する制度(第252条の7第1項)

・地方公共団体が、その事務の一部
を、他の地方公共団体に委託して、管
理し及び執行させる制度(第252条の
14第1項)

・地方公共団体が、その事務の一部を
共同処理するため、総務大臣または
都道府県知事の許可を得て、特別地
方公共団体を設ける制度(第284条第2
項)

・複合的一部事務組合
市町村及び特別区が、相互に関連す
る事務を共同処理するため設ける一
部事務組合。同一の種類の事務の共
同処理でなくても認められる。(285条)

・地方公共団体が、広域にわたり処理
することが適当であると認める事務に
関し、広域計画を作成し、広域計画の
実施のために必要な連絡調整を図り、
並びに事務の一部を広域にわたり総
合的かつ計画的に処理するため、総
務大臣又は都道府県知事の許可を得
て、特別地方公共団体を設ける制度
(第284条第3項)
・国又は都道府県の事務を広域連合
が処理することが出来る。(第291条の
2)

法人格の有無 なし なし なし あり あり

機能的協力 組織的協力
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区分

方式 地方自治法上の協議会 機関等の共同設置 事務の委託 一部事務組合 広域連合

設置等の効果

・協議会が関係普通地方公共団体又
はその執行機関の名においてした事
務の管理及び執行は、当該地方公共
団体の執行機関がした行為として効
力を有する。(第252条の5)

・共同設置された機関等は、それぞれ
の地方公共団体の機関等としての性
格を有し、その行為は、それぞれの地
方公共団体に帰属する。

・法令上の管理執行の責任は、委託を
受けた地方公共団体又はその機関に
帰属する。

・委託をした地方公共団体は委託の範
囲内において委託した事務のを管理
執行する権限を失う。

・一部事務組合が成立すれば、それに
よって共同処理するとされた事務は、
関係地方公共団体の権能から除外さ
れる。

・広域連合が成立すれば、それによっ
て共同処理するとされた事務は、関係
地方公共団体の権能から除外され
る。

組織

・会長及び委員(第252条の3第1項）
・会長及び委員は、関係普通地方公
共団体の職員から選任(同条第2
項)(個別法に別の定めがある場合も
あり)
・会長は、協議会の事務を処理し、協
議会を代表する(同条第3項)
・協議会は固有の職員を持たないた
め、関係地方公共団体の職員がその
事務を処理する。(第252条の4第2項
第3号)

・共同設置される機関等(又はその構
成員)の身分取り扱いについては、
①規約で定める地方公共団体の議会
が選挙し、または、規約で定める地方
公共団体の長が選任する場合は、当
該規約で定める地方公共団体の職員
とみなす。
②すべての関係地方公共団体の議会
が選挙する場合は、規約で定める地
方公共団体の職員とみなされる。(第
252条の9第4項)
③議会の議長、長、委員会または委
員が選任する場合は、当該先任者が
属する地方公共団体の職員とみなさ
れる。(第252条の9第5項)
・共同設置する委員会または委員の
事務を補助する職員は、規約により共
同設置する委員会の委員または委員
が属するとみなされる地方公共団体
の長の補助機関である職員を充てる。
共同設置する付属機関の庶務は、附
則機関が属するとみなされる地方公
共団体の執行機関がつかさどる。(第
252条の11第1項)

・委託を受けた地方公共団体の組織、
職員により事務を処理する。

・議会
・管理者(執行機関)

・複合的一部事務組合は、管理者に
代えて、理事会をおくことができる。(第
282条の2第2項)
・一部事務組合の議員または管理者
その他の職員は、一部事務組合を組
織する地方公共団体の議員、長その
他の職員の職員と兼ねることができ
る。(第287条第2項)

＜第292条に準用により筆致とされて
いる機関＞
・監査委員：一部事務組合に設置され
た監査委員が監査する。
・会計管理者
・選挙管理委員会(組合議員を直接選
挙する場合)

・議会
・長(執行機関)

・広域連合の議員または長その他の
職員は、広域連合を組織する地方公
共団体の議員または長その他の職員
と兼ねることができる。(第291条の4第
4項)

＜第292条に準用により筆致とされて
いる機関＞
・監査委員：一部事務組合に設置され
た監査委員が監査する。
・会計管理者

機能的協力 組織的協力
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方式 地方自治法上の協議会 機関等の共同設置 事務の委託 一部事務組合 広域連合

関係地方公共団体の議
会の議決事項等

・規約の制定(第252条の6)
・関係地方公共団体の増減、規約の
変更、協議会の廃止(第252条の6)

※連絡調整協議会については、議会
の議決は不要(祭252条の2第3項本文
ただし書きおよび第252条の6)

・規約の制定(第252条の7第1項)
・関係地方公共団体の増減、機関等
の共同処理の廃止(第252条の7第2
項)(議会の議決につき再252条の7第3
項)

・規約の制定(第252条の14第1項)
・委託した事務の変更、事務の委託の
廃止(第252条の14第2項および第3項)

【構成団体議会の議決事項】
・規約の制定(第284条第2項)
・構成地方公共団体の増減、規約の
変更(第286条第1項)
・解散(祭288条)
・財産の処分の協議(第289条)(議会の
議決につき第290条)
【一部事務組合議会の議決事項等】
・経費分賦に関する個性団体からの
異議申し立てがあった場合、管理者の
諮問に対しての意見を述べなければ
ならない。(第291条で準用する第96条
等)
・一部事務組合が処理する事務にか
かる条例の制定等(第292条で準用す
る第96条等)

【構成団体議会の議決事項】
・規約の制定(第284条第3項)
・構成地方公共団体の増減、規約の
変更(第291条の3第1項)
・解散(祭291条の10第10項)
・財産の処分の協議(第291条の13に
おいて準用する第289条)(議会の議決
につき第291条の11)
【一部事務組合議会の議決事項等】
・広域連合を組織する地方公共団体
からの異議申し立てがあった場合、広
域連合の長は当該広域連合の議会に
諮り、広域連合の議会は意見を述べ
なければならない。(第291条の12)
・広域連合が処理する事務にかかる
条例の制定等(第292条で準用する第
96条等)

経費の負担

・関係地方公共団体が経費を負担す
る。

・関係地方公共団体が経費を負担す
るが、それらは共同設置した機関等
（またはその構成員)が属するとみなさ
れる地方公共団体(幹事団体）の歳入
歳出予算に計上して支出する。(第252
条の11第2項)

・委託事務に要する経費は委託する
地方公共団体が負担する。

・規約で定めることとされており、構成
団体に分賦する場合にはその割合な
ど定める。組合財産の収入で経費を
支弁する方法もある。

・規約で定めることとされているが、分
賦金に関して定める場合には、当該広
域連合を組織する地方公共団体また
は特別区の人口、面積、地方税の収
入額、財政力その他の客観的な指標
に基づかなければならない。(祭291条
の4、第291の9第1項)

監査

・各関係地方公共団体の監査委員が
監査することができる。

・各関係地方公共団体の監査委員が
監査することができることから、長や
議会からの事務監査請求と住民監査
請求による監査は、各地方公共団体
の監査委員が行うと解される。

・通常の監査は、幹事団体の監査委
員が毎会計年度少なくとも1回以上期
日を決めて行う。(第252条の11第4項)
・長や議会からの事務監査請求は、共
同設置した各関係地方公共団体の監
査委員が行う。
・住民監査請求は、各関係地方公共
団体の監査委員が行う。

・委託をした事務については、委託をし
た地方公共団体の監査委員の監査の
対象ではなくなり、委託を受けた地方
公共団体の監査委員が監査を行う。

・当該一部事務組合の監査委員が行
う。
・一部事務組合を構成する地方公共
団体の住民は、当該一部事務組合の
監査委員に対し、法第242条の規定に
よる住民監査請求をすることができ
る。

・当該広域連合の監査委員が行う。
・広域連合を構成する地方公共団体
の住民は、当該一部事務組合の監査
委員に対し、法第242条の規定による
住民監査請求をすることができる。

出所：日本都市センター(2011)『基礎自治体の広域連携に関する調査研究報告書 ―転換期の広域行政・広域連携―』　pp.88-93　を基に作成  



 

48 

 

参考資料4 一部事務組合と広域連合の違い 

区分 一部事務組合 広域連合 

団体の性格 ・特別地方公共団体 ・同左 

構成団体 
・都道府県、市町村及び特別区 
・複合的一部事務組合にあっては、市町村 

・都道府県、市町村及び特別 

設置の目的等 ・構成団体又はその執行機関の事務の一部の共同処理 
・多様化した広域行政需要に適切かつ効率的に対応するとともに、国からの権限移譲の
受入れ体制を整備する。 

処理する事務 
・構成団体に共通する事務 
・複合的一部事務組合の場合は、全市町村に共通する事
務である必要はない。 

・広域にわたり処理することが適当である事務 
・構成団体間で同一の事務でなくてもかまわない。 

国等からの事務権
限の委任 

－ 

・国又は都道府県は、その行政機関の長（都道府県についてはその執行機関）の権限に
属する事務のうち広域連合の事務に関連するものを、当該広域連合が処理することとす
ることができる。 
・都道府県の加入する広域連合は国の行政機関の長に（その他の広域連合は都道府県
に）、国の行政機関の長の権限に属する事務の一部（その他の広域連合の場合は都道府
県知事の事務の一部）を当該広域連合が処理することとするよう要請することができ
る。 

構成団体との関係
等 

－ 

・構成団体に規約を変更するよう要請することができる。 
・広域計画を策定し、その実施について構成団体に対して勧告が可能。なお広域計画
は、他の法定計画と調和が保たれるようにしなければならない。 
・広域連合は、国の地方行政機関、都道府県知事、地域の公共的団体等の代表から構成
される協議会を設置できる。 

設置の手続 
・関係地方公共団体が、その議会の議決を経た協議によ
り規約を定め、都道府県の加入するものは総務大臣、そ
の他のものは都道府県知事の許可を得て設ける。 

・同左 （ただし、総務大臣は、広域連合の許可を行おうとするときは、国の関係行政機
関の長に協議） 

直接請求 ・法律に特段の規定はない。 
・普通地方公共団体に認められている直接請求と同様の制度を設けるほか、広域連合の
区域内に住所を有する者は、広域連合に対し規約の変更について構成団体に要請するよ
う求めることができる。 

組織 

・議会―管理者（執行機関） 
・複合的一部事務組合にあっては、管理者に代えて理事
会の設置が可能 
・公平委員会、監査委員は必置 

・議会―長（執行機関） 
・公平委員会、監査委員、選挙管理委員会は必置 

議員等の選挙方法
等 

・議会の議員及び管理者は、規約の定めるところによ
り、選挙され又は選任される。 

・議会の議員及び長は、直接公選又は間接選挙による。 

出所：総務省のホームページを基に作成 
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参考資料5 道州制構想の主な提言や意見 

 都道府県を廃止 

（道州－市町村） 

都道府県を存置 

（道州－都道府県－市町村） 

国の行政機関 ◇官治的道州制案 

・行政調査部「州制」案（1948） 

・関経連「道州」案（1957） 

・全国町村会「道州庁」案（1957） 

等 

◇地方行政官庁案 

・行政制度審議会「州庁」案（1927） 

・地方総監府（1945） 

・行政調査部「地方行政庁」案（1948） 

・第 1次臨調部会「地方庁」案（1963） 

等 

中間的な団体 ◇中間的道州制案 

・第 4次地制調「地方」案（1957） 

◇国と都道府県との協議・共同組織案 

・地方行政協議会(1943) 

・地方行政連絡協議会(1965) 

・岸大阪府知事「近畿圏」案(1990) 

地方公共団体 ◇自治的道州制案 

・行政調査部「道制」案（1948）  

・関経連「道州」案（1969,2008） 

・日本商工会議所「道州」案

（1970,2009） 

・PHP総合研究所「州府制」案（1996） 

・読売新聞社「12州 300市」案（1997） 

・第 28次地制調答申（2006） 

・全国知事会「基本原則」（2007） 

・ビジョン懇中間報告（2008） 

・日本経団連第2次提言（2008ほか） 

・経済同友会「道州」案（2011ほか） 

・全国知事会「基本的考え方」（2013） 

・自由民主党道州制推進本部(2013) 

等 

◇現行都道府県を越える広域的地方公共団

体案 

○都道府県統合案 

・町村議会議長「府県統合」案(1954) 

・第 4次地制調「県」案(1957) 

○都道府県の自主的合併案 

・第10次地制調「府県合併」案(1965) 

○都道府県連合案 

・第13次地制調「連合」案(1969) 

・第 23次地制調「広域連合」案(1993) 

・広域連合制度(1994) 

・総合研究開発機構「州」案（2005） 

連邦制 ◇連邦制的道州制案 

・日本青年会議所「州」案（1990） 

・行革国民会議「州」案（1990） 

・岡山県研究会「州」案（1991）  

 等 

 

出所：総務省(2004)、原田(2012)、松本(2006)を基に作成 
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参考資料6 第 28次地方制度調査会の道州制の区域案 
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参考資料7 自由民主党の道州制案 

 

道州制基本法案（骨子案） 

自由民主党 

道州制推進本部 

平成２４年９月６日 

   前文 

 

第１ 総則 

 １ 目的 

 この法律は、道州制の導入の在り方について具体的な検討に着手するため、当該

検討の基本的方向及び手続を定めるとともに、必要な法制の整備について定めるこ

とを目的とする。 

 ２ 定義 

  ① 道州 

 「道州」は、道又は州をその名称の一部とし、都道府県の区域より広い区域に

おいて設置され、広域事務（国から移譲された事務をいう。）及び都道府県から

承継した事務を処理する広域的な地方公共団体である。 

  ② 基礎自治体 

 「基礎自治体」は、市町村の区域を基礎として設置され、従来の市町村の事務及

び都道府県から承継した事務を処理する基礎的な地方公共団体である。 

  ③ 道州制 

 「道州制」は、道州及び基礎自治体で構成される地方自治制度である。 

 ３ 基本理念 

道州制は、次に掲げる事項を基本理念として導入されなければならない。 

① 国の役割及び機能の改革の方向性を明らかにすること。 

② 中央集権体制を見直し、国と地方の役割分担を踏まえ、道州及び基礎自治体を中

心とする地方分権体制を構築すること。 

③ 国の事務を国家の存立の根幹に関わるもの、国家的危機管理その他国民の生命、

身体及び財産の保護に国の関与が必要なもの、国民経済の基盤整備に関するもの並

びに真に全国的な視点に立って行わなければならないものに極力限定し、国家機能

の集約、強化を図ること。 

④ ③に規定する事務以外の国の事務については、国から道州へ広く権限を移譲し、

道州は、従来の国家機能の一部を担い、国際競争力を持つ地域経営の主体として構

築すること。 



 

54 

 

⑤ 基礎自治体は、住民に身近な地方公共団体として、従来の都道府県及び市町村の

権限をおおむね併せ持ち、住民に直接関わる事務について自ら考え、自ら実践でき

る地域完結性を有する主体として構築すること。 

⑥ 国及び地方の組織を簡素化し、国、地方を通じた徹底した行政改革を行うこと。 

⑦ 東京一極集中を是正し、多様で活力ある地方経済圏を創出し得るようにすること。 

 ４ 道州制の基本的な方向 

道州制は、次に掲げる基本的な方向に沿って制度化されなければならない。 

① 都道府県を廃止し、全国の区域を分けて道州を設置する。都の在り方については、

道州制国民会議において、その首都としての機能の観点から総合的に検討するもの

とする。 

② 道州は、広域的な地方公共団体とし、３③に規定する事務を除き、国から道州へ

大幅に事務を移譲させて、広域事務を処理するとともに、一部都道府県から承継し

た事務を処理する。 

③ 基礎自治体は、市町村の区域を基礎として編成し、従来の市町村の事務を処理す

るとともに、住民に身近な事務は都道府県から基礎自治体へ大幅に承継させて、当

該事務を処理する。基礎自治体においては、従来の市町村の区域において、地域コ

ミュニティが維持、発展できるよう、制度的配慮を行う。 

④ 道州及び基礎自治体の長及び議会の議員は、住民が直接選挙する。 

⑤ 道州の事務に関する国の立法は必要最小限のものに限定するとともに、道州の自

主性及び自立性が十分に発揮されるよう道州の立法権限の拡大、強化を図る。 

⑥ 国の行政機関は整理合理化するとともに、道州及び基礎自治体の事務に関する国

の関与は極力縮小する。 

⑦ 道州及び基礎自治体の事務を適切に処理するため、道州及び基礎自治体に必要な

税源を付与するとともに、税源の偏在を是正するため必要な財政調整制度を設ける。 

 

第２ 道州制推進本部 

 １ 設置 

内閣に、道州制推進本部（以下「本部」という。）を置く。 

 ２ 所掌事務 

本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

① 道州制に関する企画及び立案並びに総合調整に関する事務 

② 道州制に関する施策の実施の推進に関する事務 

③ ①及び②に掲げるもののほか、法令の規定により本部に属する事務 

 ３ 組織 

 本部は、道州制推進本部長、道州制推進副本部長及び道州制推進本部員をもって
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組織する。 

 ４ 道州制推進本部長 

① 本部の長は、道州制推進本部長（以下「本部長」という。）とし、内閣総理大臣

をもって充てる。 

② 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

 ５ 道州制推進副本部長 

① 本部に、道州制推進副本部長（以下「副本部長」という。）を置き、国務大臣を

もって充てる。 

② 副本部長は、本部長の職務を助ける。 

 ６ 道州制推進本部員 

① 本部に、道州制推進本部員（以下「本部員」という。）を置く。 

② 本部員は、本部長及び副本部長以外の全ての国務大臣をもって充てる。 

 ７ 事務局 

① 本部の事務を処理させるため、本部に事務局を置く。 

② 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置く。 

③ 事務局長は、本部長の命を受けて、局務を掌理する。 

 ８ 主任の大臣 

 本部に係る事項については、内閣法にいう主任の大臣は、内閣総理大臣とする。 

 

第３ 道州制国民会議 

 １ 設置 

 内閣府に、道州制国民会議を置く。 

 ２ 所掌事務 

 道州制国民会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

① 内閣総理大臣の諮問に応じて道州制に関する重要事項を調査審議すること。 

② ①に規定する重要事項に関し、内閣総理大臣に意見を述べること。 

③ ①及び②に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務 

 ３ 諮問 

① 内閣総理大臣は、次に掲げる事項については、道州制国民会議に諮問しなければ

ならない。 

ア 道州の区割り、事務所の所在地その他道州の設置に関すること。 

イ 国、道州及び基礎自治体の事務分担に関すること。 

ウ 国の機構の再編並びに国の道州及び基礎自治体への関与の在り方に関すること。 

エ 国、道州及び基礎自治体の立法権限及びその相互関係に関すること。 

オ 道州及び基礎自治体の税制その他の財政制度並びに財政調整制度に関すること。 
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カ 道州及び基礎自治体の公務員制度並びに道州制の導入に伴う公務員の身分の変

更等に関すること。 

キ 道州及び基礎自治体の議会の在り方並びに長と議会の関係に関すること。 

ク 基礎自治体の名称、規模及び編成の在り方並びに基礎自治体における地域コミ

ュニティに関すること。 

ケ 道州及び基礎自治体の組織に関すること。 

コ 首都及び大都市の在り方に関すること。 

サ 道州制の導入に関する国の法制の整備に関すること。 

シ 都道府県の事務の道州及び基礎自治体への承継手続その他の道州制の導入に伴

い検討が必要な事項に関すること。 

② 道州制国民会議は、道州制に関する重要事項について調査審議を行うため必要が

あると認めるときは、都道府県及び市町村の意見を聴くものとする。 

 ４ 答申 

 道州制国民会議は、３の諮問を受けた場合には、３年以内に答申しなければなら

ない。 

 ５ 中間報告 

 内閣総理大臣は、３の諮問事項について必要があるときは、道州制国民会議に対

し、中間報告を求めることができる。 

 ６ 国会への報告 

 内閣総理大臣は、道州制国民会議から５の中間報告及び３の諮問に対する答申を

受けたときは、これを国会に報告するものとする。 

 ７ 組織 

① 道州制国民会議は、委員３０人以内で組織する。 

② 委員は、国会議員、地方公共団体の長及び議会の議員並びに優れた識見を有する

者のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

③ 委員（国会議員を除く。）の任命については、両議院の同意を得なければならな

い。 

④ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

⑤ 委員は、再任されることができる。 

⑥ 委員は、非常勤とする。 

 ８ 会長及び会長代理 

① 道州制国民会議に会長及び会長代理１人を置き、委員の互選によってこれを定め

る。 

② 会長は、会務を総理する。 
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③ 会長代理は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 ９ 専門委員 

 道州制国民会議に、専門の事項を調査審議するため必要があるときは、専門委員

を置くことができる。 

 １０ 部会 

 会長は、必要に応じ、道州制国民会議に部会を置き、その所掌事務を分掌させる

ことができる。 

 １１ 事務局 

① 道州制国民会議の事務を処理させるため、道州制国民会議に事務局を置く。 

② 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置く。 

③ 事務局長は、会長の命を受けて、局務を掌理する。 

 １２ 設置期限 

 道州制国民会議は、４の答申をした日から起算して６月を経過する日まで置かれ

るものとする。 

 

第４ 法制の整備 

 政府は、道州制国民会議の第３ ４の答申があったときは、当該答申に基づき、

２年を目途に必要な法制の整備を実施しなければならない。 

 

第５ その他 

① この法律に定めるもののほか、本部及び道州制国民会議に関し必要な事項は、政

令で定める。 

② 道州制国民会議が設置されている間、地方制度調査会の所掌から道州制国民会議

の所掌に属するものを除くものとする。 

 

出所：自由民主党 道州制推進本部ホームページ 

＜https://www.jimin.jp/policy/policy_topics/118427.html＞ 
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道州制のイメージ 
平成２４年６月１９日 

道州制推進本部 

道州制基本法小委員会 

１．組織 

・ 全国に１０程度の道州を設置する。 

・ 都道府県は、廃止する。 

・ 基礎自治体は、現状を基本とする。（自主合併は、妨げない） 

・ 基礎自治体の権能を補完する必要のある小規模な基礎自治体については、道州が地

方機関を設置して、その事務を支援するなどの仕組みを設けることができるように

する。 

・ 東京及び政令市の在り方は、検討する。 

 

２．権限 

・ 「国の関与」等をできるだけ廃し、二重・三重行政をなくす。 

・ 国は、国家の存立に関すること、全国的に統一的定めが必要なこと等を行い、機能

を集約・強化する。 

・ 道州は、道州内に関することを行うとともに、このことに関し、道州法を制定でき

る。ただし、国の権限に属することは除くとともに、基礎自治体の能力に応じ、事

務・権限を移譲する。 

・ 基礎自治体は、その能力に応じて事務・権限を担い、立法することができる。 

 

３．首長・議会 

・ 議会は、現行の都道府県の区域以下の選挙区から選出された議員で構成する。 

・ 定数については、従来の「市町村合併」時の方式を参考にする。 

・ 首長は、住民の直接選挙で選出される。 

・ 首長の多選制限や議会権限の強化策を検討する。 

 

４．税・財政制度 

・ 国・地方の役割分担に応じて制度設計するが、中央政府に依存しない税・財源とす

る。 

・ 財政調整制度を設ける。 

・ 現在の国と地方の債務の処理について検討する。 

・ 現在の知的・社会的インフラ整備状況の格差是正策を検討する。 

 

 

出所：自由民主党 道州制推進本部ホームページ 

＜https://www.jimin.jp/policy/policy_topics/118427.html＞ 
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出所：自由民主党 道州制推進本部ホームページ 

＜https://www.jimin.jp/policy/policy_topics/118427.html＞ 
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参考資料8 広域連携の運営推移 

  1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 

組
織
的
協
力 

広域連合 
設置数 0 1 14 66 79 82 63 111 115 115 

事務件数 0 2 62 300 394 371 310 380 505 515 

一部事務組合 
設置数 2,830 2,818 2,770 2,630 2,544 2,438 1,791 1,664 1,572 1,546 

事務件数 5,565 5,615 5,708 5,516 5,390 5,205 3,855 3,706 3,779 3,791 

地方開発事業団 
設置数 11 10 9 6 4 1 1 1 1 1 

事務件数 19 15 14 11 5 2 1 1 2 2 

機
能
的
協
力 

協議会 
設置数 400 384 283 385 437 914 281 284 216 191 

事務件数 474 407 396 393 504 977 321 331 252 255 

機関等の共同設

置 

設置数 216 210 210 467 477 463 404 407 395 400 

事務件数 221 211 212 469 477 463 408 413 395 416 

事務の委託 
設置数 5,233 5,257 6,039 6,114 8,236 8,715 5,036 5,109 5,264 5,668 

事務件数 5,440 5,423 6,241 6,572 8,236 8,715 5,036 5,109 5,264 5,668 

計 
設置数 8,690 8,680 9,325 9,668 11,777 12,613 7,576 7,576 7,563 7,921 

事務件数 11,719 11,673 12,633 13,261 15,006 15,733 9,931 9,940 10,197 10,647 

出所：総務省の調査結果を基に作成 
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参考資料9 滋賀県内の一部事務組合   （2013年 4月 1日現在） 

組合の名称 共同処理する事務 構成団体 

滋賀県市町村職員退職手
当組合 

退職手当の支給および負担金納入
事務 

栗東市、甲賀市、野洲市、湖南
市、高島市、米原市、日野町、竜
王町、愛荘町、豊郷町、甲良町、
多賀町、12一部事務組合、滋賀県
後期高齢者医療広域連合 

公立甲賀病院組合 病院施設、介護サービス 甲賀市、湖南市 

彦根市犬上郡営林組合 山林の管理、木材製材 豊郷町、甲良町、多賀町、彦根市 

彦根市、米原市山林組合 財産区の山林管理 彦根市、米原市 

大滝山林組合 財産区および共有山林の管理 豊郷町、甲良町、多賀町、彦根市 

彦根市、米原市造林組合 山林の造林経営 彦根市、米原市 

長浜水道企業団 上水道施設（簡易水道含む） 長浜市、米原市 

湖北広域行政事務センタ
ー 

し尿処理施設、ごみ処理施設、火
葬場 

長浜市、米原市 

滋賀県市町村交通災害共
済組合 

交通災害共済事務 県内全市町 

八日市布引ライフ組合 し尿・汚泥処理施設、火葬場 
近江八幡市、東近江市、竜王町、
日野町 

滋賀県市町村議会議員公
務災害補償等組合 

市町村議会議員の公務災害等補償
事務 

甲賀市、野洲市、高島市、日野
町、竜王町、愛荘町、豊郷町、甲
良町、多賀町 

中部清掃組合 ごみ処理施設 
近江八幡市、東近江市、日野町、
竜王町 

東近江行政組合 

ふるさと市町村圏計画の策定・連
絡調整、地方拠点都市地域整備、
消防事務、休日急患診療所、地域
医療支援センターの建築・管理 

近江八幡市、東近江市、日野町、
竜王町、愛荘町 

甲賀広域行政組合 
滞納整理事務、し尿・ごみ処理施
設、消防事務、火薬類 

甲賀市、湖南市 

湖東広域衛生管理組合 

し尿処理・可燃ごみ処理、障害児
通所支援、乳幼児発達相談指導事
業、障害者総合支援法市町村審査
会 

東近江市、愛荘町、豊郷町、甲良
町、多賀町 

愛知郡広域行政組合 
不燃ごみ処理、上水道事業、休日
夜間診療所、火葬場 

東近江市、愛荘町 

守山野洲行政事務組合 火葬場・葬祭場 守山市、野洲市 

湖南広域行政組合 
し尿処理施設、消防事務、防災・
国民保護、火薬類、第二次救急医
療、休日急病診療所 

草津市、守山市、栗東市、野洲市 

彦根愛知犬上広域行政組
合 

火葬場、最終処分場、新ごみ処理
施設整備 

彦根市、愛荘町、豊郷町、甲良
町、多賀町 

滋賀県市町村職員研修セ
ンター 

市町村の職員研修 県内全市町 

湖北地域消防組合 消防事務 長浜市、米原市 

出所：滋賀県のホームページを基に作成 
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参考資料10 広域連携についての調査結果 

名称 担当課 構成団体名 概　　　　　　要 備　考

1 広域連合 滋賀県後期高齢者医療広域連合 保険年金課 県内全市町
滋賀県内に居住する７５歳以上の方(６５歳以上で一定程度の障害がある方を含む。)の医療保険制度に
関する事務

2 一部事務組合 湖南広域行政組合

企画調整課
予算調整課

ごみ減量推進課
健康増進課
危機管理課

草津市、栗東市、守山市、野洲市 し尿処理施設、消防事務、防災･国民保護、火薬類、休日急病診療所、第二次救急医療の共同処理

3 一部事務組合 滋賀県市町村職員研修センター 職員課 県内全市町 県内市町職員の研修

4 一部事務組合 滋賀県市町村交通災害共済組合 交通政策課 県内全市町 交通災害共済事務

5 法定協議会 琵琶湖流域下水道協議会 下水道課

滋賀県、大津市、彦根市、長浜市、近江八
幡市、草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野
洲市、湖南市、高島市、東近江市、米原市、
日野町、竜王町、愛荘町、豊郷町、甲良町、
多賀町

地方自治法第２５２条の２第１項の規定により、琵琶湖流域下水道事業の運営計画を策定するとともに
相互に連絡調整を行うことを目的としている。

6 湖南総合調整協議会 企画調整課 滋賀県、草津市、栗東市、守山市、野洲市
広域的な課題について総合的に協議、調整することにより、相互の連携を強化し、もって湖南地域の飛
躍的な発展と住民福祉の向上を実現することを目的としている。

7 湖南地域グループウエア共同化連絡協議会 情報政策課 草津市、栗東市、守山市、野洲市、湖南市 湖南地域5市によるグループウエア等のシステムの共同利用について協議している。

8 草津栗東防犯自治会 危機管理課 草津市、栗東市、草津警察署
草津警察署管内の市民を以って構成し、防犯活動の実践体として郷土およびその職域を犯罪から守る
ため民間の自主防犯体制を確立して、警察との連携により犯罪の予防に協力することにより明朗な地域
社会をつくることを目的としている。

9 草津・栗東暴力団追放運動連絡会 危機管理課 草津市、栗東市、草津警察署
草津市・栗東市の地域住民および各種団体が一体となって、関係機関と連携しつつ暴力団追放運動を
効果的に推進し、明るく住みよい地域社会をつくることを目的としている。

10 災害協定 危機管理課
近畿地方整備局、地方公共団体(37団体)、
民間事業所等(25事業所)

地震や風水害等の大規模災害が発生した時に必要となる物資、重機、各種資機材や人員などを確保す
ることにより、円滑な応急・復旧活動を迅速に実施できる支援体制づくりの一環として災害支援に関する
協定を締結している。

11 湖南四市入札制度検討会議 契約検査課 草津市、栗東市、守山市、野洲市 年1-2回　意見交換会を行っている。

12 滋賀県土地評価協議会(湖南地区分科会） 税務課
草津市、栗東市、守山市、野洲市
不動産鑑定士

土地の鑑定価格の調整のために開催している。
滋賀県土地評価協議会内の組織で、県内に７分科会が設置されている。滋賀県土地評価協議会の構
成員は、各分科会の幹事市、国税局、滋賀県、不動産鑑定士。  
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名称 担当課 構成団体名 概　　　　　　要 備　考

13
滋賀県地方税務協議会・滋賀地方税滞納
整理機構本部会議

納税課 県、全市町 地方税の賦課徴収に関する新たな取組や連携方策を協議・実践している。

14 滋賀地方税滞納整理機構 納税課 県、全市町 地方税の滞納額の縮減と税務職員の徴集技術の向上に向けて連携を行っている。

15 これからの地方自治を考える会 まちづくり協働課 県内全市町 滋賀県が県内全市町を対象に研修を実施している。

16 滋賀県市町人権問題連絡会 人権政策課 県内全市町 人権問題に関する政策について、連携のための情報交換を行っている。

17 湖南地域環境協議会
環境課

ごみ減量推進課
草津市、栗東市、守山市、野洲市

湖南地域の公害防止ならびに環境衛生行政の推進を図り、良好な生活環境の確保に努めることを目的
としている。

18 滋賀県戸籍住民基本台帳事務協議会 市民課 滋賀県、全市町

法令の研究、事務の改善を図るとともに、関係市町間の連絡を密にし、当該事務の円滑な運営を目的と
している。
大津地方法務局直轄並びに同支局管内を単位とする支会が置かれ、支会単位でも会議がある。(草津
市は湖西支会、大津市、草津市、栗東市、守山市、野洲市、高島市）

19 湖南地区消費者行政連絡協議会 消費生活センター 草津市、栗東市、守山市、野洲市 会員の連絡調整、湖南地区の消費者行政向上の啓発及び協力を図ることを目的としている。

20 滋賀県廃棄物適正管理協議会 ごみ減量推進課 滋賀県、県市町、一部事務組合
市町が廃棄物処理対策に関する知識、見識を深めることにより、廃棄物の適正な処理および資源の有
効利用の促進を図り、もって地域住民の生活環境の向上に寄与することを目的としている。

21 地域ごみ対策会議 ごみ減量推進課 滋賀県、草津市、栗東市、守山市、野洲市 産業廃棄物の不法投棄および散在性ごみ等について地域の状況に応じた対策を検討している。

22 湖南四市福祉担当部長会議
健康福祉部
こども家庭部

草津市、栗東市、守山市、野洲市 年4回、福祉担当部長間の意見交換を行っている。

23 湖南地域障害児・者サービス調整会議 障害福祉課 草津市、栗東市、守山市、野洲市 5つの部会を設け、それぞれの課題解決に向けた検討や調整を行っている。

24 湖南地域広域圏福祉事業 障害福祉課 草津市、栗東市、守山市、野洲市
びわこ学園生活介護施設「たいよう」運営補助事業、湖南地域24時間対応型利用制度支援事業、湖南
地域・地域活動支援センター事業について、4市が委託している。

25
湖南地域障害者働き暮らし応援センター「り
らく」運営補助事業

障害福祉課 滋賀県、草津市、栗東市、守山市、野洲市 県と4市が広域事業として事業費の補助を行っている。
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名称 担当課 構成団体名 概　　　　　　要 備　考

26 緊急一時保護事業 障害福祉課 草津市、栗東市、守山市、野洲市 被虐待者を一時保護するための居室の確保について、４市が委託している。

27 管内救急医療担当課長会議 健康増進課 草津市、栗東市、守山市、野洲市 二次保健医療圏での救急医療体制等について協議を行っている。

28 湖南地域自殺対策連絡協議会 健康増進課
草津市、栗東市、守山市、野洲市、医療機
関、警察、消防、弁護士、ハローワーク、自
助グループ等

湖南地域における自殺予防を効果的に実施するために、関係者が自殺対策についての情報を共有し、
連携した取り組みを行っている。

29 市町・保健所精神保健福祉主管課長会議 健康増進課 県内市町、精神保健福祉センター 県内の精神保健担当課長の会議。

30 湖南救急医療連絡協議会 健康増進課
2医師会、救急告示病院、医大、草津市、栗
東市、守山市、野洲市

複雑多様化する救急医療の円滑化と救急医療情報の交換および社会要請に応える救急業務のあり方
について、調査、研究、提言を行い、湖南地域の救急医療体制の充実を図ることを目的としている。

31 (二次救急)構成4市保健担当課長会議 健康増進課 草津市、栗東市、守山市、野洲市 二次救急体制について、協議、調整を行っている。

32 二次救急輪番病院長会議 健康増進課
病院長会・事務長、草津市、栗東市、守山
市、野洲市

滋賀県保健医療計画に基づき、二次保健医療圏ごとに、入院治療を必要とする医療を救急告示病院で
行う二次救急体制について、病院群輪番制（当番病院を定めて休日、夜間の救急医療に当たる方式）で
行うための調整を行っている。

33 地域医療連携病院運営委員会 健康増進課 2医師会、保健所、連携診療所代表等
草津総合病院が、地域医療連携を進めるうえで、診療所や開放型病床登録医からの要請を適切に対応
し、地域における医療の確保を行っている。

34 湖南地域緊急通報システム事業 長寿福祉課 草津市、栗東市、守山市、野洲市 緊急通報システムの運用を湖南広域行政組合に委託している。

35 青年後見制度利用支援事業 長寿福祉課 草津市、栗東市、守山市、野洲市 成年後見制度の相談・申立支援をNPOに委託している。

36 湖南・甲賀地域包括支援センター連絡会議
地域包括支援

センター

草津市、栗東市、守山市、野洲市、湖南市、
甲賀市、南部健康福祉事務所、甲賀健康福
祉事務所

地域包括支援センターの運営等についての勉強会、情報交換を行っている。

 



 

65 

 

 

名称 担当課 構成団体名 概　　　　　　要 備　考

37 滋賀県国民健康保険団体連合会
介護保険課
保険年金課

滋賀県内の保険者

以下の業務を行っている。
1 保険者の事務の共同処理
2 診療報酬（国民健康保険・後期高齢者医療・福祉医療費）の審査支払
3 特定健康診査・特定保健指導に関する事業
4 国民健康保険運営資金の融資
5 保健事業
6 各種調査・研究・広報・研修
7 後期高齢者医療に関する事務
8 介護保険関係
　　　・介護給付費等の審査支払
　　　・介護サ－ビスにかかる苦情処理
9 障害者自立支援関係の審査支払
10 保険料等の特別徴収に係る経由事務
11 健康保険の保険者からの委託を受けて行う事務

38 湖南圏域国民健康保険連絡協議会 保険年金課 草津市、栗東市、守山市、野洲市
国民健康保険事業、福祉医療事業および後期高齢者医療事業に係る関係者の連絡調整を図り、事業
の健全な運営と円滑な執行を確保することを目的としている。

39 南びわ湖観光推進協議会 商業観光課
びわ湖大津志賀観光振興協議会、湖南地
域観光振興協議会、甲賀広域観光振興協
議会

南びわ湖地域への誘客促進を図るため、各観光振興協議会が連携して観光振興事業を実施している。

40 湖南地域観光振興協議会 商業観光課

草津市観光物産協会、守山市観光物産協
会、栗東市観光物産協会、野洲市観光物産
協会、草津市、栗東市、守山市、野洲市、草
津商工会議所、守山商工会議所、栗東市商
工会、野洲市商工会

湖南地域の観光と関連産業の発展に寄与することを目的としている。

41 湖南就労サポートセンター 産業労政課 草津市、栗東市、守山市、野洲市
４市の負担金により運営を行っている。
４市へ求人情報の提供や就労支援相談員に対する研修会等を開催している。

42 湖南地域農業センター 農林水産課
滋賀県、JA、草津市、栗東市、守山市、野
洲市

担い手の確保、育成を行っている。また、特産物の生産振興と地産地消を推進し、地域の活性化を図っ
ている。

43 大津・湖南地域地産地消推進連絡会議 農林水産課
滋賀県、JA、大津市、草津市、栗東市、守
山市、野洲市

農産物の地産地消の推進のため、情報交換や研修を行っている。

44 大津・湖南都市計画推進連絡協議会 都市計画課
大津市、草津市、栗東市、守山市、野洲市、
湖南市

大津市及び5市における都市計画事業を円滑に推進するため、相互間の連絡調整を図り、必要な調査、
研究を行うことを目的としている。
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名称 担当課 構成団体名 概　　　　　　要 備　考

45 びわこ大津草津景観推進協議会 景観課 大津市、草津市
琵琶湖の対岸に位置する大津市と草津市が、琵琶湖や旧東海道でつながる景観やまちなみについて、
その保全と新たな創造に取り組み、いっそう愛着と魅力あるものとして未来につなげていく施策を円滑に
推進し、より良い景観形成に資するため、連絡調整を行うことを目的とする。

46 草津栗東地区交通対策協議会 交通政策課

草津市、栗東市、草津・栗東交通安全協
会、立命館、南部土木事務所、草津・栗東
安全運転管理者協会、草津市自治連合会、
栗東市自治連合会、草津警察署

滋賀県交通対策協議会の実践機関として、具体的な交通対策をはかることを目的としている。

47 湖南地区開発指導事務連絡協議会 開発調整課 草津市、栗東市、守山市、野洲市、湖南市 会員相互の事務連絡を密にし、開発指導事務の適切な運用を図ることを目的としている。

48 滋賀県湖南土木協会 道路課  ※ 滋賀県、草津市、栗東市、守山市、野洲市
土木に関する諸般の事項を考究し、土木事業の促進および公共土木施設の改善を図り、災害の防止軽
減を期するとともに、これら関係機関の連絡を図ることを目的とする。

※平成２６年度より担当
課を都市計画課に変更

49 滋賀県河港・砂防協会 河川課 滋賀県、全市町
滋賀県内河川・港湾及び砂防事業に関する諸般の事項を考究し、事業の促進完成を図り、災害の防止
軽減を期するとともに、これら関係者の連絡親睦を図ることを目的とする。

50 瀬田川・野洲川水防連絡会 河川課

滋賀県、滋賀県警本部、大津市、草津市、
栗東市、守山市、野洲市、湖南市、大原貯
水池土地改良区、野洲川土地改良区、彦根
地方気象台、琵琶湖河川事務所

瀬田川、野洲川の水防について、警戒警報の発令を行い、訓練を実施する。

51 公共料金等暴力対策協議会 住宅課、上下水道総務課
草津市、栗東市、関西電力、大阪ガス、ＮＴ
Ｔ

公共料金の回収および、これに付随する業務にともなう不法事案を防止し、公共事業の円滑な運営を図
ることを目的としている。

52 滋賀県居住支援協議会 住宅課 滋賀県、全市町

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づき、住宅確保要配慮者または
民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提供等の支援、その他の住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅
への円滑な入居の促進に関し、必要な措置について協議することにより、住宅確保要配慮者に対する
民間賃貸住宅の供給の促進を図り、もって、滋賀県における豊かで住みやすい地域づくりと社会福祉の
増進に寄与することを目的とする。

53 市町住宅施策担当者会議 住宅課 滋賀県、全市町 県下市町相互の連絡調整を図り、住宅管理の諸問題に関する意見交換を行うことを目的としている。

54 滋賀県営繕主務者会議 建築課
滋賀県、大津市、草津市、栗東市、守山市、
野洲市、彦根市、長浜市、近江八幡市、東
近江市、甲賀市、高島市、米原市

滋賀県内官公庁の営繕業務担当課担当者相互の協力により、建築に関する技術の交流、理解をはか
り、営繕業務の向上に寄与することを目的としている。
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55 滋賀県特定行政庁連絡会議 建築課 滋賀県内の特定行政庁 県下特定行政庁の相互の連絡調整を図り、建築行政推進及び適正な運用を図ることを目的としている。

56 滋賀県建築主事会議 建築課 滋賀県内の特定行政庁の主事
県下特定行政庁の建築主事の相互の連絡調整を図り、建築行政の適正で円滑な運用を図ることを目的
としている。

57 滋賀県建築行政担当者会議 建築課 滋賀県内の特定行政庁
県下特定行政庁の建築行政担当者相互の連絡調整及び、建築行政の適正で円滑な運用を図り、活担
当者の資質の向上を図ることを目的としている。

58 滋賀県南部上水道用水受水市連絡協議会 上下水道総務課
滋賀県、近江八幡市、草津市、守山市、栗
東市、甲賀市、野洲市、湖南市、東近江市、
日野町、竜王町

滋賀県南部上水道用水受水事業を円滑に推進するため、必要な調整、研究及び関係機関との協議を行
い、且つ関係し相互の連絡調整を図ることを目的としている。

59
琵琶湖湖南中部地域下水道推進連絡協議
会

下水道課

60
琵琶湖流域下水道湖南中部浄化センター運
営協議会

下水道課

61
琵琶湖流域下水道湖南中部浄化センター運
営協議会　矢橋帰帆等島部会

下水道課
滋賀県、草津市、
地元自治会

湖南中部浄化センターの運営について連絡協議している。

62 滋賀県浄化槽設置推進協議会 下水道課

大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、草
津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖
南市、高島市、東近江市、米原市、日野町、
竜王町、愛荘町、豊郷町、甲良町、多賀町

浄化槽の設置を推進し、維持管理の適正化を図ることを目的としている。

63 湖南地区会計管理者連絡協議会 会計課 草津市、栗東市、守山市、野洲市 年1回、勉強会

64 滋賀県社会教育研究会 生涯学習課 県内全市町
市町における社会教育振興のために必要な研究、調査および関係機関との連絡調整をはかり会員相互
の研修を深めることを目的としている。

65 滋賀県公共図書館協議会 図書館 滋賀県、県内全市町 滋賀県の公共図書館事業の振興及び相互間の協力をはかることを目的としている。

66 湖南地区監査委員会 監査委員事務局
監査委員(草津市、守山市、栗東市、野洲
市、湖南広域行政組合)

監査に関する調査研究、研修会の開催等を行っている。

滋賀県、大津市、近江八幡市、草津市、守
山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、東
近江市、日野町、竜王町

湖南中部流域下水道事業の推進と湖南中部浄化センターの運営について連絡協議している。

 

※ この調査は、各課への聞き取り調査に基づき取りまとめたものについて、各課に照会したものである。 



 

68 

 

参考資料11 共同処理を実施する上での問題点 

共同処理の方式 
実施市

町村数 
課題がある 

 

特に課題は 

ない 

共同処理の問題点（複数回答可） 

迅速な意思決

定が困難であ

る 

構成団体の意

見が反映され

にくい 

責任の所在が

不明確である 

構成団体から

事務処理に当

たって必要な

情報を把握す

ることが困難

である 

その他 

協議会 664 174 <26.2%> 149 (85.6%) 61 (35.1%) 32 (18.4%) 14 (8.0%) 15 (8.6%) 490 <73.8%> 

機関等の共同設置 708 109 <15.4%> 74 (67.9%) 28 (25.7%) 21 (19.3%) 14 (12.8%) 16 (14.7%) 599 <84.6%> 

事務の委託 1,106 145 <13.1%> 69 (47.6%) 56 (38.6%) 22 (15.2%) 27 (18.6%) 24 (16.6%) 961 <86.9%> 

一部事務組合 1.623 526 <32.4%> 413 (78.5%) 218 (41.4%) 79 (15.0%) 61 (11.6%) 49 (9.3%) 1,097 <67.6%> 

広域連合 1,578 412 <26.1%> 271 (65.8%) 176 (42.7%) 102 (24.8%) 41 (10.0%) 43 (10.4%) 1,166 <73.9%> 

※「課題がある」「特に課題はない」の< >内は、実施市町村数に対する割合 

※「共同処理の問題点」の（ ）内は、「課題がある」とした市町村数に対する割合 

※全市町村（政令市を除く1,699団体）を対象に市町村における事務処理の現状や今後のあり方について調査を実施。（平成24年 12月 31日現在） 

出所：総務省「市町村における事務処理のあり方に関する調査について」＜http://www.soumu.go.jp/main_content/000210436.pdf＞ 
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参考資料12 広域連携で取り組む事業の抽出 

区　　　　分

方　　　　式 地方自治法上の協議会 機関等の共同設置 事務の委託 一部事務組合 広域連合

設置件数(2012) 191 400 5,668 1,546 115

総務省の調査(2012)
に基づく代表的な事務

・広域行政計画等(31)
・消防(14)
・社会教育(10)
・救急(10)
・農業用水(9)
・小学校(8)
・中学校(8)
・下水道(6)
・障害者福祉(5)
・救急・土日医療(5)
・上水道(5)

・介護保険(131)
・公平委員会(113)
・障害者福祉(108)
・公務災害(6)
・児童福祉(4)

・公平委員会(1,165)
・住民票の写し等の交付(1,159)
・競輪・競馬・競艇(853)
・公務災害(376)
・下水道(232)
・退職手当(147)
・ごみ処理(146)
・消防(146)
・救急(140)
・農業用水(112)

・ごみ処理(398)
・し尿処理(352)
・消防(282)
・救急(282)
・火葬場(218)
・介護保険(148)
・病院・診療所(110)
・上水道(100)
・老人福祉(98)
・林道・林野(92)

・後期高齢者医療(51)
・介護保険(46)
・障害者福祉(32)
・ごみ処理(25)
・消防(21)
・救急(21)
・し尿処理16)
・広域行政計画等(16)
・職員研修(15)
・火葬場(14)

総務省の研究会
(2009)による、

今後活用が見込まれ
る事務

①管理執行協議会
・消防通信指令
・職員研修
・広域観光
・コールセンター
・電算システムの運営

②連絡調整協議会・計画作成(策
定)協議会
・環境対策
・防災対策
・交通政策
・広域観光

・介護保険認定審査会
・障害区分認定審査会
・公平委員会
・情報公開審査会等の不服審査会
・建築主事
・指導主事
・社会教育主事
・保健所
・消費生活センター
・配偶者暴力相談支援センター
・滞納整理機関
・東京事務所
・統計調査事務
・土木設計、積算事務
・権限移譲に伴う事務

・公平委員会
・ごみ処理
・消防
・救急
・火葬場・斎場
・公営競技の場外発売
・住民票の写し等の交付等の窓口
業務

特徴的な先行事例
・教育委員会
・職員研修(県と市町の
     広域連合)

検討事務

　  ・電算システムの運営

　　・環境対策
　　・防災対策
　　・交通政策
　　・広域観光
　　・景観政策

機能的協力 組織的協力

　　　　　　　　　　　　　　　　　・介護保険
　　　　　　　　　　　　　　　　　・上水道
　　　　　　　　　　　　　　　　　・職員研修所

　　　　　　　　　　　　　　　　　・(火葬場)
　　　　　　　　　　　　　　　　　・(ごみ処理施設)

・公平委員会
・固定資産評価審査委員会
・監査委員
・建築主事
・消費生活センター
・配偶者暴力相談支援センター
・非常勤職員公務災害補償等事業
・学校医等公務災害補償等事業
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参考資料13 今後広域連携が考えられる事務についての検討結果 

事　　　務 制　　度　　・　　し　　く　　み 現　　　　　　状　　　　　　等 備考

1 電算システムの運営 湖南地域グループウエア共同化連絡協議会

協議会を設けて5市(草津市、栗東市、守山市、野洲市、湖南市)でグループウエアの共同化を始めた。
将来は基幹システムも共同化する方向で協議している。
システムの共同化がこの分野の流れとしてあり、共同の調達によるコストの低減を狙っている。
また、関連する業務(帳票の印刷・封入封緘等）のアウトソーシングも視野に入れながら共同化に向け取り組みを進める。

2 広域環境対策
湖南地域環境協議会

公害について、現在の協議会で協議している。
草津市は、他市にはない取り組みを多く行っており、特に環境教育に重点を置いている。
環境の規制基準は各市独自の考え方があるので、統一するのは難しい。

3 広域防災対策

湖南広域行政組合規約
滋賀県広域消防相互応援協定
災害協定(近畿地方整備局、地方公共団体(37団体)、民間事業所等
(47事業所))

消防等を一部事務組合で処理している。
湖南広域行政組合の担当課長会議および担当部長会議で広域消防について協議している。

4 広域交通政策
草津市と栗東市のコミュニティバスの路線統一については、両市の協議会等でそれぞれが協議し実施された。
県が「滋賀交通ビジョン」を取りまとめた。
総合交通戦略協議会において広域交通政策について協議している。

5 広域観光
南びわ湖観光推進協議会
湖南地域観光振興協議会

広域観光について議論する場は、県レベル、湖南地域ともにある。
キャンペーン等を広域で取り組んでいるが、それ以上の取り組みができていない。

6 広域景観政策
びわこ大津草津景観推進協議会
びわこ大津草津景観宣言
草津市景観計画、草津市景観条例

平成25年11月に「びわこ大津草津景観推進協議会」を設置するとともに、「びわこ大津草津景観宣言」に調印した。

7 公平委員会・書記

地方自治法第202条の2第2項
地方公務員法第7条第3項の規定に基づき設置
地方公務員法第7条第4項に基づき、共同設置もしくは委託することが
できる。（委員会）
地方自治法第252条の7第1項に基づき、共同設置することができる。
（書記）

会議は、毎年、1回開催している。
案件はほとんどない。

8
固定資産評価審査委員
会・書記

地方自治法第202条の2第5項
地方税法第423条の規定に基づき設置
地方自治法第252条の7第1項に基づき、共同設置することができる。

案件はほとんどない。

9
監査委員・
事務局

監査委員
地方自治法第195条から第199条、第201条、第202条
事務局
地方自治法第200条

識見を有する者から選任された委員1名、議会から選任される委員1名で構成されている。
定期監査、財政援助団体等に関する監査、例月現金出納検査、決算審査等を行っている。
国で地方公共団体の監査制度の見直しが議論されており、監査機能の共同化（地方公共団体が都道府県単位等で監査
を共同して行う組織を設立）などの見直し案は出ているが、具体的な制度化には至っていない。

10 建築確認申請
建築基準法第4条、第97条の２
滋賀県特定行政庁連絡会議

人口25万人に満たないが、建築主事を置くことにより特定行政庁として建築行政を行う権限を得ている。
建築主事の事務である建築確認申請が民間開放され、市への申請件数は減少したたことにより、特定行政庁として本来
やらなければならないことができるようになった。しかし、制度上、草津市の確認審査はわずかであっても残り、一方で確
認の審査に必要な専門知識は高度化しているにもかかわらず、建築士の資格を持つ職員数が減少している。
専門知識を持った職員の確保が課題である。  
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事　　　務 制　　度　　・　　し　　く　　み 現　　　　　　状　　　　　　等 備考

11 消費生活センター 消費者安全法第10条第2項

法では努力義務であるが、草津市は消費生活センターを設置している。
消費者被害を未然防止するため出前講座や教育・啓発活動、相談員の研修に力を入れてやっている。
相談員3名を確保し、対応している。
現状では広域での取り組みは,各市の考えが異なるためできない。

12
配偶者暴力相談支援セ
ンター

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第3条第2
項

滋賀県立男女共同参画センター、滋賀県中央子ども家庭相談センター、滋賀県彦根子ども家庭相談センターがこの機能を
持っている。
法には市町村も自らが設置する適切な施設において、配偶者暴力相談支援センターの機能を果たすように勤めるとあり、
人権センターとこども家庭課が窓口となっている。
草津市には統一した窓口がない。
相談者の保護等は、県の施設等に頼っている。

13
非常勤職員公務災害補
償等事業

地方公務員災害補償法第69条及び第70条
非常勤職員が公務上の災害又は通勤による災害によって負傷、疾病、死亡又は障害の状態となった場合その損害を条例
を定めて補償しなければならないことになっています。

14
学校医等公務災害補償
等事業

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害の補償
に関する法律（昭和32年法律第143号）第２条

非常勤の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償等に関する事務

15 介護保険 介護保険法

現在は各市で行っている。
湖南地域各市の高齢化率はそんなに変わらない。
広域連合等で取り組むことは可能である。
草津市民にとっては、サービスが低下する可能性がある。

16 上水道
水道法
滋賀県南部上水道用水受水市連絡協議会

2つの浄水場を中心に供給しているが、一部県水を購入している。
料金の違いなどから広域化は難しい。
草津市は、２つの浄水場からの給水を主としており、当面、体制の変更は計画していない。
緊急時には連携している。

17 職員研修 滋賀県市町村職員研修センター(一部事務組合)
現在、職員研修は市町村研修センターに委託している。
センターでは、一般研修、研修指導者養成研修、実務専門研修、特別研修を行っている。

18 火葬場 墓地、埋葬等に関する法律
2013年度に火葬需要調査を実施しており、今後、火葬場のあり方について検討していく。
近隣自治体（特に栗東市）との共同処理も視野に入れて検討するが、厳しい状況である
と推察される。

19 ごみ処理施設
廃棄物処理法
容器包装リサイクル法、家電リサイクル法、小型家電リサイクル法
資源の有効な利用の促進に関する法律

焼却施設、リサイクル施設の更新計画が進行中である。

20
公営住宅および改良住
宅の管理

公営住宅法
住宅地区改良法

特に共同処理に向けた動きはないが、家賃収納管理、入居者管理、修繕などの管理業務は、各市町で異なる部分はほと
んどなく、むしろ共同で処理することにより、経費の節減などの効率性を高めることが可能である。

研究会では取り上げな
かったが、担当から提案
があった。
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参考資料14 指定都市・中核市・特例市制度の概要 

区分 指定都市 中核市 特例市

要件
・人口５０万以上の市のうちから政令で指定 （人口その他都
市としての規模、行財政能力等において既存の指定都市と
同等の実態を有するとみられる都市を指定）

・人口３０万以上の市の申請に基づき政令で指定 ・人口２０万以上の市の申請に基づき政令で指定

事務配分の
特例

中核市の特例に加えて

○民生行政に関する事務
　・児童相談所の設置
○都市計画等に関する事務
　・都道府県道、産廃施設、流通業務団地等に関する
　　都市計画決定
　・市街地開発事業に関する都市計画決定
○土木行政に関する事務
　・市内の指定区間外の国道の管理
　・市内の県道の管理
○文教行政に関する事務
　・県費負担教職員の任免、給与の決定

特例市の特例に加えて

○民生行政に関する事務
　・身体障害者手帳の交付
　・母子・寡婦福祉資金の貸付け
　・養護老人ホームの設置認可・監督
○保健所の設置（保健所設置市が行う事務）
　・地域住民の健康保持、増進のための事業の実施
　・飲食店営業等の許可
　・浄化槽設置等の届出
　・温泉の利用許可
○都市計画等に関する事務
　・屋外広告物の条例による設置制限
○環境保全行政に関する事務
　・ばい煙発生施設、一般粉じん発生施設の設置の届出
　・一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設の許可
○文教行政に関する事務
　・県費負担教職員の研修

○都市計画等に関する事務
　・市街化区域又は市街化調整区域内の開発行為の許可
　・市街地開発事業の区域内における建築の許可
　・都市計画事業の施行地区内における建築等の許可
　・市街地再開発事業の施行地区内における建築等の許可
　・土地区画整理組合の設立の認可
　・土地区画整理事業の施行地区内の建築行為等の許可
　・住宅地区改良事業の改良地区内の建築等の許可
　・宅地造成の規制区域内における宅地造成工事の許可
○環境保全行政に関する事務
　・騒音を規制する地域の指定、規制基準の設定
　・悪臭原因物の排出を規制する地域の指定
　・振動を規制する地域の指定
○その他
　・計量法に基づく勧告、定期検査

関与の特例
・知事の承認、許可、認可等の関与を要している事務につい
て、その関与をなくし、又は知事の関与に代えて直接各大臣
の関与を要することとする。

・福祉に関する事務に限って政令指定都市と同様に関与の特
例が設けられている。

・なし

行政組織上の
特例

・区の設置 ・区選挙管理委員会の設置 等 ・なし ・なし

財政上の特例
・地方揮発油譲与税の増額 ・地方交付税の算定上所要の措
置 （基準財政需要額の算定における補正）
 ・宝くじの発売 等

・地方交付税の算定上所要の措置 （基準財政需要額の算定
における補正）

・地方交付税の算定上所要の措置 （基準財政需要額の算定
における補正）

決定の手続 ・政令で指定
・市からの申出に基づき、政令で指定 ・市は申出に当たって
は市議会の議決及び都道府県の同意が必要
・都道府県が同意する場合には議会の議決が必要

・市からの申出に基づき、政令で指定 ・市は申出に当たって
は市議会の議決及び都道府県の同意が必要
・都道府県が同意する場合には議会の議決が必要

 

出所：総務省ホームページを基に作成 
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参考資料15 指定都市・中核市・特例市の指定の状況 

指定都市

全国 20市 42市
人口30万人以上で中核
市でない市(13市)

39市
人口20万人以上で30
万人未満で指定を受
けていない市(8市)

北海道 札幌（191） 旭川（34）、函館（27） 小樽(13)

東北 仙台（104）
いわき（34）、郡山（33）、秋田（32）、
青森（29）、盛岡（29）

山形（25）、八戸（23） 福島(29)

首都圏
横浜（368）、川崎（142）、さいたま
（122）、千葉（96）、相模原（71）

船橋（60）、宇都宮（51）、横須賀（41）、
柏（40）、高崎（37）、前橋（34）、
川越（34）

八王子58)、川口(50)
㊕、松戸(48)、市川
(47)、町田(42）、藤沢
(40)、所沢(34)㊕、越谷
(32）㊕

川口（56）、所沢（34）、越谷（32）、水戸（26）、
平塚（26）、草加（24）、春日部（23）、
茅ヶ崎（23）、厚木（22）、大和（22）、太田（21）、
つくば（21）、伊勢崎（20）、熊谷（20）、
小田原（19）、甲府（19）

市原(28)、府中(25)、
上尾(22)、調布(22)

北陸 新潟（81） 金沢（46）、富山（42） 長岡（28）、福井（26）、上越（20）

中部圏 名古屋（226）、浜松（80）、静岡（71）
豊田（42）、岐阜（41）、長野（38）、
豊橋（37）、岡崎（37）

一宮(37)㊕、
春日井(30）㊕、
四日市(30)㊕

一宮（37）、春日井（30）、四日市（30）、
富士（25）、松本（24）、沼津（20）

津(28)

近畿圏
大阪（266）、神戸（154）、京都（147）、
堺（84）

姫路（53）、東大阪（50）、西宮（48）、
尼崎（45）、豊中（38）、和歌山（37）、
奈良（36）、高槻（35）、大津（33）

枚方(40)㊕、
吹田(35)㊕

吹田（35）、明石（29）、茨木（27）、八尾（27）、
加古川（26）、寝屋川（23）、宝塚（22）、
岸和田（19）

中国 広島（117）、岡山（70） 倉敷（47）、福山（46）、下関（28） 呉（23）、松江（20）、鳥取（19）

四国 松山（51）、高松（41）、高知（34） 徳島(26)

九州 福岡（146）、北九州（97）、熊本（73）
鹿児島（60）、大分（47）、長崎（44）、
宮崎（40）、久留米（30）

佐世保（26） 佐賀(23) 大牟田(12)

沖縄 那覇（31）

中核市 特例市 人口20万人に未
満で保健所を設
置している市（2

市)

出所：総務省ホームページを基に作成 

備考：㊕は、特例市の指定を受けている市。アンダーラインを付した市は、指定都市および中核市以外の保健所を設置している市。 

   ()内は、2010年国勢調査の人口(1万人未満切捨て) 

※2013年 11月 26日の閣議において、大阪府枚方市を中核市に指定する政令を決定。 2014年 4月 1日に施行され、中核市は全43市となる。
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